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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 65,547 69,042 63,094 84,012 87,957

経常利益（百万円） 6,230 6,863 5,355 6,076 7,202

当期純利益（百万円） 3,460 4,975 2,660 4,304 4,993

純資産額（百万円） 33,254 37,018 40,790 45,068 46,547

総資産額（百万円） 56,729 57,801 69,100 69,851 66,471

１株当たり純資産額（円） 528.14 588.15 647.89 691.07 717.90

１株当たり当期純利益金額

（円）
55.65 78.36 41.26 68.48 79.45

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
55.64 － － － －

自己資本比率（％） 58.62 64.04 59.03 62.18 67.88

自己資本利益率（％） 11.49 14.16 6.84 10.22 11.28

株価収益率（倍） 31.75 19.84 37.52 18.78 14.56

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,318 2,152 3,517 2,203 13,352

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△4,816 △4,074 △6,055 △3,933 △4,532

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,860 2,966 △288 △1,435 △6,281

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
8,881 10,025 7,525 4,607 6,608

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

7,749

(2,371)

8,649

(2,727)

10,348

(4,864)

13,710

(6,456)

15,280

(5,385)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第69期から第72期までの潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．第71期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 58,944 63,418 55,384 71,468 70,372

経常利益（百万円） 3,910 4,429 3,588 4,636 3,538

当期純利益（百万円） 2,207 3,530 1,679 3,086 2,358

資本金（百万円） 11,080 11,080 11,080 11,080 11,080

発行済株式総数（千株） 62,954 62,954 62,954 62,954 62,954

純資産額（百万円） 30,440 32,717 34,449 34,654 35,378

総資産額（百万円） 52,525 53,191 61,057 61,103 55,968

１株当たり純資産額（円） 483.40 519.71 547.02 551.35 562.87

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

15.00

(6.00)

20.00

(10.00)

20.00

(10.00)

20.00

(10.00)

22.00

(10.00)

１株当たり当期純利益金額

（円）
35.20 55.37 25.65 49.10 37.53

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
35.19 － － － －

自己資本比率（％） 57.95 61.51 56.42 56.71 63.21

自己資本利益率（％） 8.02 11.18 5.00 8.93 6.74

株価収益率（倍） 50.19 28.08 60.35 26.19 30.82

配当性向（％） 42.61 36.12 77.97 40.73 58.62

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

848

(87)

854

(86)

883

(87)

875

(96)

907

(99)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第69期から第72期までの潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．第71期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

昭和24年５月 東京都豊島区に資本金60万円でカメラ用シャッターの専業メーカーとして株式会社コパル光機製

作所創立

昭和29年３月 本社・工場を東京都板橋区に移転

昭和33年11月 大阪営業所開設

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場公開

昭和37年３月 社名を株式会社コパルと変更

昭和38年４月 福島県郡山市にてコパル精密株式会社（現郡山技術開発センター）操業開始

昭和42年４月 長野県塩尻市にコパル光機株式会社（現塩尻事業所）設立

コパル電子株式会社（現日本電産コパル電子株式会社）設立

昭和44年６月 新潟県南魚沼市六日町に六日町コパル株式会社（現日本電産コパル精密部品株式会社 六日町工

場）設立

昭和45年１月 株式会社コパル研究所設立

昭和46年２月 東京証券取引所市場第一部に上場

昭和47年12月 岩手県一関市に一関コパル株式会社（現一関工場）設立

昭和48年２月 コパルエステート株式会社設立

昭和53年10月 コパル精密株式会社を吸収合併

昭和59年４月 生産子会社５社（コパルコーオン株式会社、コパル光機株式会社、六日町コパル株式会社、一関コ

パル株式会社、武蔵野コパル株式会社）を吸収合併

昭和59年５月 富士通株式会社と資本提携

昭和62年６月 コパル精密部品株式会社（現日本電産コパル精密部品株式会社）設立

昭和63年10月 コパル綜合サービス株式会社設立

平成２年８月 コパルエステート株式会社を吸収合併

平成３年１月 マレーシアにコパルプレシジョン（マレーシア）ＳＤＮ．ＢＨＤ．（現日本電産コパル・マレー

シア株式会社）設立

平成４年１月 長野県塩尻市に株式会社コパルハイテック設立

平成９年３月 本社・工場の所在地を隣接の旧第二工場に移転

平成９年８月 フィリピンのプレシジョンエンジニアードコンポーネンツＣＯＲＰ．（現日本電産コパル・フィ

リピン株式会社）に資本参加

平成10年２月 日本電産株式会社が経営参加（富士通株式会社の保有全株式を日本電産株式会社が取得）

コパル電子株式会社（現日本電産コパル電子株式会社）の全株式を日本電産株式会社へ譲渡

平成10年９月 中国に科宝光電機器(上海)有限公司設立

平成11年１月 ベトナムに日本電産株式会社と合弁で日本電産コパル・ベトナム会社を設立

平成11年４月 コパル綜合サービス株式会社を日本電産総合サービス株式会社に合併

平成11年７月 株式会社コパルハイテックを吸収合併

六日町工場をコパル精密部品株式会社（現日本電産コパル精密部品株式会社）へ営業譲渡

平成11年８月 タイに日本電産コパル・タイランド株式会社を設立

平成11年10月 日本電産コパル株式会社へ商号変更

平成12年４月 米国日本電産コパル株式会社を設立

平成12年10月 香港に日本電産科寶（香港）有限公司を設立

平成12年10月 日本電産株式会社（現親会社）に第三者割当増資の実施

平成13年１月 ドイツに日本電産コパル・ヨーロッパ有限会社を設立

平成13年９月 中国に日本電産科宝（浙江）有限公司を設立

平成15年７月 長野県千曲市にアピックヤマダ株式会社と合弁でコパル・ヤマダ株式会社を設立

平成16年１月

平成20年１月

日本電産株式会社に第三者割当増資の実施

コパル・ヤマダ株式会社がベトナムにコパル・ヤマダ ベトナム会社を設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社、子会社11社及び関連会社2社）は、当社の親会社である日本電産㈱の企業グループに属してお

ります。当社グループは、光学電子機器、システム機器等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する研究開発

等の事業活動を行っております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次の通りであります。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況１．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と

同一であります。

光学電子機器関連事業……主要な製品はカメラ用シャッター、レンズユニット、精密小型モーター、ポテンショメー

ター、エンコーダー、トリマー、表示デバイス、プレス・モールド部品、金型等で、当社が

製造販売を行っております。

　　　　　　　　　　　　主要精密加工部品は、子会社日本電産コパル精密部品㈱及び日本電産科宝(浙江)有限公司より購入し

ております。

海外子会社日本電産コパル・タイランド㈱、日本電産コパル・マレーシア㈱、日本電産

コパル・フィリピン㈱、日本電産コパル・ベトナム会社は、当社及び日本電産コパル精

密部品㈱並びに日本電産科宝(浙江)有限公司が主要部品を供給し、各々その製品を購入

しております。

海外子会社科宝光電機器(上海)有限公司は、当社が主要部品を供給しております。

海外子会社米国日本電産コパル㈱及び日本電産コパル・ヨーロッパ有限会社は当社が

製品を供給しております。

海外子会社日本電産科寶(香港)有限公司は、当社グループの海外での部品調達の支援を

行なっております。

関連会社コパル・ヤマダ㈱は、精密金型の開発・製造を行っており、子会社日本電産コ

パル精密部品㈱へ供給しております。

システム機器関連事業……主要な製品は省力機械、工作機械、金型、治工具、昇華型プリンター、光学系センサーユ

ニット、端末機器等で、当社が製造販売を行っております。

海外子会社日本電産科宝(浙江)有限公司は、システム機器の製造を行っております。

その他　　　　　　　……子会社㈱コパル研究所には、技術研究開発を委託しております。
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　事業の系統図は次の通りであります。
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４【関係会社の状況】

（親会社）

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)割
合（％）

関係内容

役員の兼務

資金
援助

営業上の
取引

設備の
賃貸

当社
役員
(人)

当社
社員
(人)

　 　 百万円 　 　 　 　 　 　 　

日本電産㈱
京都市

南区
66,248

電子部品等の

製造販売

(被所有)

57.57

(1.44)

4 - なし

電子部品

等の販売

及び仕入

あり

　（注）１．日本電産㈱は、有価証券報告書を提出しております。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

（連結子会社）

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)割
合（％）

関係内容

役員の兼務

資金
援助

営業上の
取引

設備の
賃貸

当社
役員
(人)

当社
社員
(人)

　 　 百万円 　 　 　 　 　 　 　

日本電産コパル精密

部品㈱

東京都

板橋区
300

光学電子機器

関連事業
100.00 2 3 あり

当社製品

の製造
あり

　 　 千タイバーツ 　 　   　 　 　

日本電産コパル・タ

イランド㈱

タイ・

パトム

タニ県

520,000
光学電子機器

関連事業
100.00 1 3 あり

当社製品

の製造
なし

　 　 千米ドル 　 　 　 　 　 　 　

日本電産科宝（浙

江）有限公司

中国

浙江省
18,000

光学電子機器

関連事業

システム機器

関連事業

100.00 1 4 あり
当社製品

の製造
なし

　 　 千米ドル 　 　 　 　 　 　 　

科宝光電機器（上

海）有限公司

中国

上海市
200

光学電子機器

関連事業
100.00 3 2 なし

当社製品

の販売
なし

　 　 千米ドル 　 　 　 　 　 　 　

米国日本電産コパル

㈱

米国

カリフォ

ルニア州

1,000
光学電子機器

関連事業
100.00 2 1 なし

当社製品

の販売
なし

　 　 千香港ドル 　 　 　 　 　 　 　

日本電産科寶（香

港）有限公司

中国

香港
1,500

光学電子機器

関連事業
100.00 3 1 なし

当社製品

の販売及

び当社グ

ループの

部品調達

なし

　 　 千マレーシアリンギ 　 　 　 　 　 　 　

日本電産コパル・マ

レーシア㈱

マレーシ

ア

ネグリセ

ンビラン

州

35,000
光学電子機器

関連事業
61.43 1 4 あり

当社製品

の製造
なし
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名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)割
合（％）

関係内容

役員の兼務

資金
援助

営業上の
取引

設備の
賃貸

当社
役員
(人)

当社
社員
(人)

　 　 千米ドル 　 　 　 　 　 　 　

日本電産コパル・

フィリピン㈱

フィリピ

ン

ラグナ州

9,050
光学電子機器

関連事業
51.00 1 3 あり

当社製品

の製造
なし

　 　 千米ドル 　 　 　 　 　 　 　

日本電産コパル・ベ

トナム会社

ベトナム

ホーチミ

ン市

6,000
光学電子機器

関連事業
51.00 2 1 あり

当社製品

の製造
なし

　（注）１．連結子会社にかかる主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．日本電産コパル精密部品㈱、日本電産コパル・タイランド㈱、日本電産コパル・マレーシア㈱、日本電産科宝

（浙江）有限公司、日本電産コパル・ベトナム会社は、特定子会社であります。

３．上記の他に非連結子会社が２社あります。

（持分法適用関連会社）

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
(又は被所有)割
合（％）

関係内容

役員の兼務

資金
援助

営業上の
取引

設備の
賃貸

当社
役員
(人)

当社
社員
(人)

　 　 百万円 　 　 　 　 　 　 　

コパル・ヤマダ㈱
長野県

千曲市
300

金型製品の開

発・製造
50.00 2 1 なし

当社グ

ループへ

の製品供

給

なし

　 　 千米ドル 　    　 　 　

コパル・ヤマダ 

ベトナム会社(注)

ベトナム

ホーチミ

ン市 

1,000

金型製品の製

造・

プレス事業

50.00

 (50.00)
 　 - 　  -  なし なし なし 

 (注)議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

光学電子機器関連事業 14,532 （　5,357　 ）

システム機器関連事業 593 （     25 　）

全社（共通） 155 （      3   ）

合計 15,280 （　5,385　 ）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除いておりま

す。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び開発・技術部

門に所属しているものです。

 ３．従業員数が前連結会計年度末に比べて1,570名増加いたしましたのは、光学電子機器関連事業の増産対応等に

よるものであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

907（99） 37才10ヶ月 14年4ヶ月 5,936

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時

従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除いております。）は（ ）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社の従業員をもって構成する日本電産コパル労働組合との関係は、安定しており特記すべき事項はありません。

なお、労働組合は、上部団体には加盟しておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、全般的に足元の企業業績が好調を維持し、設備投資の増加などにより期

前半は回復基調で推移したものの、原油・素材価格の高騰、米国経済の減速、急激な円高、世界同時株安など景気の

停滞色が強まってまいりました。

かような情勢の下、当社グループは事業計画の必達を期して、売上高の拡大を図るべく積極的な新製品開発およ

び営業活動を展開するとともに、収益改善に向けた取り組みを強化し、原価の低減、徹底した経費削減活動等に努め

ました。

その結果、当社グループの当連結会計年度における連結売上高は前期比4.7％増の879億57百万円となり、利益につ

いては、連結営業利益74億43百万円（前期比27.7％増）、連結経常利益72億2百万円（同18.5％増）、連結当期純利益

49億93百万円（同16.0％増）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

光学電子機器関連事業

光学機器関連は、依然高い成長を続けているデジタルカメラ市場を背景に、コンパクト型用・一眼レフ用シャッ

ター共に過去最高の出荷数・売上となりました。高画質化が進む携帯電話市場につきましても携帯電話カメラ用

シャッターの売上が大幅増となり、また、新製品のレンズ保護用のバリアユニットも各社からの受注増に対応する

ため、主力のタイ工場に新棟を増設し、量産をスタートいたしました。

電子機器関連は、デジタルカメラのズーム駆動用ギアードモーターが静音性等の機能が高く評価されて商量アッ

プするなど、モーター合計では前期比売上増となりました。一方、液晶表示用バックライトが競争激化で伸び悩みま

したものの、電子機器関連全体の売上高は前期比微増となりました。

部品・金型につきましては、当社グループの高度な精密加工技術、表面処理・塗装技術に対する高い評価をもと

に、大手デジタルカメラメーカーからの金属外装品及びデジタル一眼レフカメラ鏡筒用切削品等の受注が引き続き

好調に推移したため、売上高は前期比大幅増となりました。

この結果、光学電子機器関連事業の売上高は前期比9.0％増の800億72百万円となり、営業利益（全社費用等控除

前）は前期比25.1％増の93億63百万円となりました。

システム機器関連事業

システム機器関連は、光学センサーユニットが国内外の産業機器関連市場の堅調な設備投資を背景に前期比売上

増となりましたものの、液晶ガラス基板搬送用ロボットを含む大型部品関連が前期から続く同市場の設備投資の抑

制を受けて売上減となりました。

この結果、システム機器関連事業の売上高は前期比25.0％減の78億85百万円となり、営業利益（全社費用等控除

前）は前期比17.4％減の8億11百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

日本

光学機器関連は高成長を続けるデジタルカメラ市場を背景に順調に推移したものの、システム機器関連における

大型部品関連市場の設備投資の抑制を受けたこともあり、売上高は前年同期比0.7%減の674億93百万円となり、営業

利益（全社費用等控除前）は前年同期比5.2％減の66億21百万円となりました。
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東南アジア

部品金型において、金属外装品及びデジタル一眼レフカメラ鏡筒用切削品等の受注が引き続き好調に推移し、売

上高は前年同期比29.0％増の200億60百万円となり、また、全社を挙げた徹底した原価低減活動が寄与し、営業利益

（全社費用等控除前）は前年同期比143.6%増の35億40百万円となりました。

その他

電子機器関連において、販売価格下落等により、売上高は前年同期比11.7％減の4億4百万円となり、営業利益（全

社費用等控除前）は前年同期比5.0％減の24百万円となりました。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益70億51百万

円（前年同期比8.3%増）や棚卸資産の圧縮20億52百万円等の増加があったため、有形固定資産の取得による支出50

億23百万円や短期借入金の完済による支出50億23百万円等があったものの、前連結会計年度末に比べ20億1百万円

増の66億8百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前当期純利益70億51百万円に加えて、減価償却費や棚卸資産の圧縮等があったため、獲得した資

金は133億52百万円（前連結会計年度は22億3百万円の獲得）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

生産設備投資など有形固定資産の取得による支出等があり、使用した資金は45億32百万円（前連結会計年度

は39億33百万円の使用）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払や借入金の完済等により、使用した資金は62億81百万円（前連結会計年度は14億35百万円の使

用）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

光学電子機器関連事業（百万円） 79,868 7.8

システム機器関連事業（百万円） 7,990 △24.1

合計（百万円） 87,858 3.8

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

光学電子機器関連事業 81,167 7.9 11,928 10.1

システム機器関連事業 8,130 △21.6 1,350 22.1

合計 89,297 4.4 13,278 11.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

光学電子機器関連事業（百万円） 80,072 9.0

システム機器関連事業（百万円） 7,885 △25.0

合計（百万円） 87,957 4.7

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、売上高1,000億円、営業利益100億円の早期実現を目指し積極的な経営を展開しております。

　この計画達成のための重点施策として、品質重視、ものづくり強化、的を絞った“スリー新戦略（新製品の開発、新市

場の開拓、新顧客の開拓）”に注力し、新規事業の創出、生産力・収益力の一段の向上に努めてまいります。

事業部門別戦略につきましては、光学機器部門は、引き続き成長が見込まれるデジタルカメラ市場に手ぶれ補正機

構付きシャッターやレンズユニットの新製品を投入する一方、本格的な拡大期を迎えた携帯電話カメラ用のシャッ

ター・レンズユニット及び世界初のバリアユニットや新世代ＤＶＤ規格の統一で市場拡大が期待されるブルーレイ

関連製品等の事業を積極展開してまいります。

電子機器部門では、高収益製品への転換として、モーターにギアとセンサー等を組み合わせた複合モーターをはじ

め、コイン型振動モーターの新製品開発およびバックライトの多分野展開に積極的に取り組むとともに、コア拠点の

ベトナム工場の強化を進めてまいります。

部品部門は、引き続き設備増強を図り、金属外装品でデジタルカメラから更に多分野へ展開する一方、デジタル一眼

レフカメラ鏡筒用切削部品の拡大を図ります。また当社のコア事業を支えるべく、金型事業の抜本的な増強に取り組

んでまいります。

システム機器部門においては、従来のＯＥＭ型体質から、画像・認識技術を活用したアミューズメント製品はじめ

昇華型プリンターの新製品を投入するなど、自主開発製品（ＯＤＭ）へのシフトによる高付加価値化を進めてまいり

ます。

当社グループは、品質・納期に対する顧客要求が一段と厳しさを増している状況に対応すべく、開発設計から出荷

までの全工程での生産体制・品質保証体制の再構築・整備に努め、顧客の信頼を勝ち得てまいります。また、一層の高

精度が求められる精密部品市場のニーズに対しても、タイ工場に高度なクリーンルームを備えた新棟が稼働を始め、

更に、六日町工場に切削技術開発センターを建設するなど国内外の工場の充実・強化を図ることにより、生産の安定

化・効率化を目指します。一方、部品の内製化や組立・検査工程への自動化・省力化設備の導入により生産効率の向

上を加速し、成長性と収益性を両立させるべく展開してまいります。
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４【事業等のリスク】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年３月31日）において当社グループが判断したもの

であります。

１．製品・マーケットについて

(1) 将来デジタルカメラ市場の拡大は鈍化し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。当社グループの主力製品の一つであるデジタルカメラ用シャッター・レンズユニットは、近年のデジタルカ

メラ市場に支えられ、これまで好調に推移してまいりました。しかしながら、日本市場では普及率が50％を越え伸

び率は鈍化しております。当社はタイ・中国などの生産拠点に積極的な投資を行っておりますが、デジタルカメ

ラ市場の伸び悩みにより償却負担増大のリスクが生じます。また中長期的にみて今後技術革新が進み、「シャッ

ター不要」となるリスクも軽視できません。

(2) 携帯電話用カメラモジュール市場の急激な変動は、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。当社グループは、携帯電話のカメラの高画素化に伴いシャッター及び高解像度のレンズユニットが必

要になると見込み、ハイエンド携帯電話用カメラモジュールの開発・生産・販売を行っております。今後、品質・

納期・コストの面でより一層競争が激化することが予想されます。携帯電話用カメラモジュールの需要動向（高

画素化対応の減少）によっては、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

２．価格競争

　デジタルカメラや携帯電話関連など当社グループの主要製品は、厳しい価格競争の中にあります。その対応策とし

て、生産拠点を海外に積極的にシフトするとともに、部材の内製化、現地調達率向上等を行ってまいりました。更に

全社を挙げて諸経費の削減活動を行うなど、グループ一丸となってコスト削減に全力で取組んでおります。しかし、

価格競争が更に激化し、コスト低減以上に売価が下落する状況になれば当社グループの業績及び財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

３．海外進出に潜在するリスク

　当社グループの生産拠点は、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム、中国などアジア地域が中心となっておりま

す。これらの生産拠点には、以下に掲げるようなリスクが内在しております。

(1）予期しえない法律又は規制の変更

(2）不利な政治又は経済要因

(3）人材の採用と確保の難しさ

(4）テロ、戦争等の社会的混乱

(5）潜在的に不利な税影響

(6）鳥インフルエンザなど疫病の流行

(7）急激な労賃高騰によるコスト増

４．第三者供給先のリスク

　第三者供給先が量的制限や製造ミスをした場合、当社グループの生産に多大な影響を与え、品質問題にも波及する

可能性があります。当社グループは、主に中国で部材の調達を進めておりますが、デジタルカメラ市場やバックライ

トなど製品の高度化や市場の拡大が続く分野では、こうした海外での現地調達が顧客ニーズに充分に対応できない

と重大な品質問題を生じる恐れがあります。また部材供給先により量的制限を受ける可能性があります。

５．為替レートの変動

　当社グループの事業は、日本のみならず海外との取引が増大しております。海外子会社は母国通貨並びに外国通貨

を取引条件として使用しており、大幅な為替レートの変動は、当社グループの事業に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。一般的に、米ドルに対する円高は当社グループの事業に悪影響を及ぼし、円安は当社グループに好影響を

もたらします。
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６．ＯＥＭ顧客企業への依存

　当社グループの製品は、ＯＤＭ（自主開発製品）事業を拡大しておりますものの、ＯＥＭブランドによる供給が中

心であります（製品によっては、特定の大口顧客に依存している分野あり）。供給先であるメーカー各社の業績や

市場状況など当社グループでは管理できない要因により業績が左右される可能性があります。また、メーカー各社

からの予期しない生産中止や経営方針の転換等により、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

７．製品の欠陥・訴訟問題

　当社グループは、厳正な品質管理基準に従って製品を製造しております。しかし、全ての製品について欠陥が無く、

将来リコールが発生しないという保証はなく、現在加入している製造物責任賠償の保険が最終的に負担する賠償額

を十分カバーできるという保証もありません（引き続き当社グループがこのような保険に許容できる条件で加入

できるかどうかも不透明）。大規模なリコールや製造物責任賠償に繋がるような製品の欠陥は、訴訟問題や多額の

コスト負担に加え、当社グループの評価に重大な影響を与えることによる売上高の減少を招き、当社グループの業

績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

８．市場変動のリスク

　当社グループの製品はサイクルが早く、市場変動の激しい分野のものもあり、製品価格の下落や購入部材の高騰及

び取引先の在庫調整等による受注変動に係るリスクが内在しております。また、売上の相当部分をデジタルカメラ

に使用する製品の売上から得るであろうと予測しております。当社グループとして製品の多様化を図っております

が、当社主力製品に対する需要の低迷をもたらした場合、当社グループの事業、財務状態、経営成績に影響を与える

可能性があります。

９．取引に係る与信管理のリスク

　当社グループは顧客情報の収集や与信管理体制の強化に努めておりますが、日本のみならず海外との取引が増加

傾向にあり、刻々と変化する経済活動の中、取引に係る与信管理のリスクが内在しております。

10．災害および情報システム等に関するリスク

　当社グループはリスク管理委員会やシステムリスク管理委員会を設置し、情報セキュリティ体制等の整備に努め

ておりますが、災害、停電などの被害により、営業活動の停止や生産・出荷・売上の遅延および修繕等の費用が発生

する可能性があります。

11．主要顧客グループへの集中リスク

　当社グループは、売上高の相当部分をいくつかの主要顧客グループに依存しております。主要顧客グループへの集

中の結果、主要顧客グループからの注文の著しい減少、延滞、取消しまたは主要顧客グループに財政難が発生した場

合に当社グループの経営成績、財務状況等に大きな影響があります。

12．知的財産権にかかるリスク

　当社グループは自社技術の一部を特許権等の知的財産権による保護に努めるとともに、第三者保有の権利を尊重

することを基本としております。しかしながら、日本国内外における特許権等の取得、維持ならびに行使、あるいは

第三者の権利に対する当社グループの対応が十分でない場合に第三者からの特許権侵害の申立てやその利用に対

する支払い等、知的財産権にかかる手続き・係争に伴う多大な費用を発生させる可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。
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６【研究開発活動】

当社グループにおいては、関連会社独自の製品を製造販売している会社を除き、研究開発活動は当社が行い、子会社

等においては、当社の開発した製品の生産活動を行う体制となっております。

当連結会計年度においても、研究開発活動は当社技術開発部、研究開発部、東京及び郡山技術開発センターにて要素

技術、製品開発を積極的かつ効率的に進めました。

当連結会計年度における各事業部門別の研究成果等は次のとおりであります。なお、研究開発費については、各事業

部門に配分できない基礎研究費用5億80百万円が含まれており、当連結会計年度の研究開発費の総額は30億75百万円

となっております。

(1）光学電子機器関連事業

光学機器分野においては、当社は銀塩フィルムカメラ時代から長年に亘りシャッター開発に取り組み、数々の特

許取得をはじめとする独創的かつ豊富なノウハウを有し、加えて最新テクノロジーとの融合によって差別化技術を

確立しております。これにより、伸長を続けるデジタルカメラ市場で当社のコンパクトカメラ用シャッターは７０

％のシェアを確保し、競合他社の追随を許さぬポジションにあります。また、この１～２年、市場が急成長している

デジタル一眼レフカメラにおいても、当社が得意とする超高速・高精度シャッターが大手有力メーカー各社の新製

品に多数搭載され、高い評価を得ております。

デジタルカメラ用レンズユニットに関しては、高画素化、小型多機能化等を実現した製品群が好評で、新規顧客へ

の拡販と同時に、更なるユーザーニーズの多様化に応えるべく新製品開発に注力しています。

また、携帯電話搭載カメラの高画素化・多機能化に伴い、当社が開発する超小型・高精度シャッターの需要が急

増しており、２００７年度の出荷台数は引き続き前年度比大幅増となりました。携帯電話カメラ用レンズユニット

でも超薄型３００万画素・オートフォーカス付き等のハイエンド製品を開発し、内外ユーザーの関心を集めていま

す。世界初となった携帯電話カメラ用バリアユニットは、当社独自の技術によるレンズ保護機能が高く評価されて

おります。

更に新世代ＤＶＤ規格であるブルーレイ方式が、ＤＶＤレコーダー、パソコン、家庭用ゲーム機へと広がりを見せ

る中、当社はその基幹部品である収差補正ユニットを他社に先駆けて開発し、市場投入いたしました。

デジタルカメラ、携帯電話、ブルーレイ、車載やセキュリティー関連等、今後一層の市場拡大が期待できる分野へ

の多面的展開と技術的優位性の確立、とりわけ、超小型・薄型化と高機能化の両立、ミクロン単位での位置決め精度

など、新市場・新顧客開拓や受注拡大には先進の開発設計力と月産１００万台以上の生産を可能とする高度な量産

化技術が不可欠であり、当社グループではかような技術力の強化充実に注力しております。

電子機器分野では、最近の携帯電話端末の薄型化志向に対応した超薄型の振動モーターを市場投入し、次いで表

面実装タイプの量産化を進めております。更に携帯電話用カメラの光学ズーム・オートフォーカス駆動や新世代Ｄ

ＶＤの収差補正用として超小型ステッピングモーターの量産化、高風量を維持しながら低電流・長寿命化を図った

ファンモーター、更にＤＣモーターやステッピングモーターにギアやセンサー機能を複合化した高付加価値製品の

開発等の成果を上げてまいりました。これらの新製品群を携帯電話、デジタルカメラ、各種モバイル機器市場をはじ

め、新たに産業用機器、車載、医療機器関連分野での展開を加速しております。

液晶用バックライト(導光板)については、携帯電話用に高輝度・薄型化製品の開発を進めると同時に、中型サイズ

を製品ラインアップに加え、パーソナルナビゲーター、デジタルカメラ等への多分野展開に取り組んでいます。

部品・金型部門においては、デジタルカメラの金属筐体が好調に推移しています。同製品はステンレスやアルミ

材の微細加工という高度な技術力を要するものであり、当社の精密金型からプレス加工及び表面処理・塗装までの

総合技術力への評価は高く、受注機種の増加、並びに新規顧客の獲得等で事業規模を拡大しております。また、デジ

タル一眼レフカメラ市場の伸長に伴い、そのレンズ鏡胴の受注が急増しています。これは、当社グループの切削加工

技術が高く評価されてのことであり、金属筐体に続く当部門の基幹製品へと伸ばしてまいります。

当連結会計年度における光学電子機器関連事業の研究開発費は、17億39百万円であります。

(2）システム機器関連事業

産業機器分野では、市場拡大が進む大画面液晶ＴＶのガラス基板搬送用ロボットをはじめとする自動化省力化技

術、大型機工部品の生産能力を更に強化しております。

また、当社グループ独自のレンズ、映像回路及び照明技術の融合により、紙葉類・コイン等の真贋識別用センサー

やＦＡ機器用部品認識センサー等、各用途に合わせた最適なセンサーをカスタマイズしております。

ＩＣカードプリンタにおいては、画像転写技術・精密搬送技術が高い評価を受け、更にセキュリティー技術導入

など応用領域の拡大へ向けた新製品開発に取り組んでいます。

５年前の市場投入以来、その高い性能が好評を博している昇華型プリンターでは、従来機で確立した高画質・高

速プリント技術を一段と進化させ、大判出力タイプや操作性向上を実現したタイプ等、マーケット・ニーズの多様

化に対応して製品ラインアップの充実化を図っております。

当連結会計年度におけるシステム機器関連事業の研究開発費は、7億55百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年３月31日）において当社グループが判断したもの

であります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

　当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、ならびに

報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営陣

は、貸倒債権、棚卸資産、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継

続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積

り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字について

の判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がありま

す。

　当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積り

に大きな影響を及ぼすと考えております。

①棚卸資産

　当社グループは棚卸資産の内、製品単価が売価を上回っているもの、原材料単価が再調達価格を上回っているもの

等について評価減を計上しております。実際の将来需要または市場状況が当社グループ経営陣の見積りより悪化し

た場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

②繰延税金資産

　適正な法人税等及び法人税等調整額を計上しております。また、繰延税金資産に関しては将来の回収可能性を十分

に検討し回収可能な額を計上しております。

③退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前提

条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び年金資産の長期収益

率などが含まれます。当社及び国内連結子会社の年金制度においては、割引率は日本の国債の市場利回りを在籍従

業員に対する支給年数で調整して算出しております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更

された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識され

る費用及び計上される債務に影響を及ぼします。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①概要

　当連結会計期間におけるわが国経済は、全般的に足元の企業業績が好調を維持し、設備投資の増加などにより期前

半は回復基調で推移したものの、原油・素材価格の高騰、米国経済の減速、急激な円高、世界同時株安など景気の停

滞色が強まってまいりました。

　かような情勢の下、当社グループは事業計画の必達を期して、売上高の拡大を図るべく積極的な新製品開発および

営業活動を展開するとともに、収益改善に向けた取り組みを強化し、原価の低減、徹底した経費削減活動等に努めま

した。その結果、当社グループの当連結会計年度における連結売上高は前期比4.7％増の879億57百万円となり、利益

については、連結営業利益74億43百万円(前期比27.7％増)、連結経常利益72億2百万円(同18.5％増)、連結当期純利益49

億93百万円（同16.0％増）となりました。

②売上高

　光学機器関連については、デジタルカメラ市場の高成長を背景にカメラ用シャッターが過去最高の出荷数・売上

になりました。また、携帯電話カメラ用シャッターの受注が急増したことなどにより、前期比大幅増となりました。

　電子機器関連については、液晶表示用バックライトが競争激化で伸び悩んだものの、ギアードモーターが商量アッ

プしており前期比微増となりました。

　部品・金型については、金属外装品及びデジタル一眼レフカメラ鏡筒用切削品等の受注が引き続き好調だったた

め前期比大幅増となりました。
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　システム機器関連は、光学センサーユニットが堅調な設備投資を背景に前期比増となりましたものの、液晶ガラス

基板搬送用ロボット等が同市場の設備投資抑制を受け、全体としては前期比減となりました。

③売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、全社を挙げて徹底した諸経費の削減を行った結果が出ておりますが、売上増に伴い前連結会計年度よ

り2.8％増加し当連結会計年度は738億16百万円となりました。

　販売費及び一般管理費については、売上増の影響により、前連結会計年度の63億70百万円から5.1％増加し当連結会

計年度は66億97百万円となりました。

④営業利益

　営業利益は主として、光学機器関連におけるデジタルカメラや携帯電話用シャッターの売上増により、前連結会計

年度より27.7％増加し当連結会計年度は74億43百万円となりました。

⑤営業外損益

　営業外損益は、前連結会計年度の2億48百万円の収益（純額）から当連結会計年度は2億40百万円の損失（純額）

となりました。これは主に為替相場の変動によるものであり、当連結会計年度の為替差損は5億33百万円となり、前

連結会計年度の為替差損68百万円と比較して4億64百万円増加しております。

⑥特別損益

　特別損益は、前連結会計年度4億31百万円の利益（純額）から当連結会計年度は1億51百万円の損失（純額）とな

りました。これは主に前連結会計年度において、投資有価証券売却益5億74百万円を計上したためであります。

⑦税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度より8.3％増加し、当連結会計年度は70億51百万円となりました。

⑧法人税等

　税金等調整前当期純利益に対する法人税の比率(実効税率)は、前連結会計年度の36.1％から7.1％減少し29.0％とな

りました。日本の標準実効税率41.0％との乖離の原因は主に、租税条約による優遇措置、海外子会社との税率差異及

び受取配当金等の永久差異によるものであります。

⑨少数株主損益

　少数株主損益は当社の連結子会社である日本電産コパル・マレーシア株式会社、日本電産コパル・フィリピン株

式会社、日本電産コパル・ベトナム会社の少数株主に帰属する損益であり、前連結会計年度の1億48百万円の利益に

対し当連結会計年度は10百万円の損失となりました。

⑩当期純利益

　当期純利益は、前連結会計年度の43億4百万円から16.0％増加し、当連結会計年度は49億93百万円となりました。１

株当たり当期純利益金額は前連結会計年度68円48銭に対し当連結会計年度は79円45銭となりました。潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額については、当連結会計年度は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の製品・マーケットについて

　デジタルカメラ市場の拡大も鈍化してきている環境の中で、同製品は精密機械メーカーのみならず電気機器

メーカーまで参入しており競合企業が多い状況下であります。よって、生き残りをかけた最終メーカーからの要

求は厳しく、予想を超える売価値下げ要求、開発遅延、品質不良が生じたような場合、売上減少が予想されます。そ

の可能性を回避すべく、当社製品の品質、コスト、納期の面で顧客ニーズに応えることはもちろんのこと、当社固

有の差別化技術を生かし顧客への製品の提案を積極的に図ってまいります。
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(4）戦略的現状と見通し

　当社グループは、売上高1,000億円、営業利益100億円の早期実現を目指し積極的な経営を展開しております。

　この計画達成のための重点施策として、品質重視、ものづくり強化、的を絞った“スリー新戦略（新製品の開発、新

市場の開拓、新顧客の開拓）”に注力し、新規事業の創出、生産力・収益力の一段の向上に努めてまいります。

　事業部門別戦略につきましては、光学機器部門は、引き続き成長が見込まれるデジタルカメラ市場に手ぶれ補正機

構付きシャッターやレンズユニットの新製品を投入する一方、本格的な拡大期を迎えた携帯電話カメラ用のシャッ

ター・レンズユニット及び世界初のバリアユニットや新世代ＤＶＤ規格の統一で市場拡大が期待されるブルーレ

イ関連製品等の事業を積極展開してまいります。

　電子機器部門では、高収益製品への転換としてモーターにギアとセンサー等を組み合わせた複合モーターをはじ

め、コイン型振動モーターの新製品開発およびバックライトの多分野展開に積極的に取り組むとともに、コア拠点

のベトナム工場の強化を進めてまいります。

　部品部門は、引続き設備増強を図り、金属外装品でデジタルカメラから更に多分野へ展開する一方、デジタル一眼

レフカメラ鏡筒用切削部品の拡大を図ります。また当社のコア事業を支えるべく、金型事業の抜本的な増強に取り

組んでまいります。

　システム機器部門においては、従来のＯＥＭ型体質から画像・認識技術を活用したアミューズメント製品はじめ

昇華型プリンターの新製品を投入するなど、自主開発製品（ＯＤＭ）へのシフトによる高付加価値化を進めてまい

ります。

　当社グループは、品質・納期に対する顧客要求が一段と厳しさを増している状況に対応すべく、開発設計から出荷

までの全工程での生産体制・品質保証体制の再構築・整備に努め、顧客の信頼を勝ち得てまいります。また、一層の

高精度が求められる精密部品市場のニーズに対しても、タイ工場に高度なクリーンルームを備えた新棟が稼働を始

め、更に、六日町工場に切削技術開発センターを建設するなど国内外の工場の充実・強化を図ることにより、生産の

安定化・効率化を目指します。一方、部品の内製化や組立・検査工程への自動化・省力化設備の導入により生産効

率の向上を加速し、成長性と収益性を両立させるべく展開してまいります。

　

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　営業活動によるキャッシュ・フローでは前連結会計年度22億3百万円から111億48百万円増加し、当連結会計年度

については133億52百万円の資金を獲得しました。

　この獲得の増加は、仕入債務の増減が前連結会計年度25億54百万円の減少から当連結会計年度5億79百万円の増加

に転じ、31億34百万円増加したことや、たな卸資産の増減が10億35百万円の減少から20億52百万円の増加に転じ、30

億88百万円増加したこと及び売上債権の増減が8億82百万円の減少から8億50百万円の増加に転じ、17億33百万円増

加したこと等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度39億33百万円の使用から5億99百万円増加し、45億32百万円

の使用となりました。

　この使用の増加は、前連結会計年度に出資金清算による収入が6億46百万円発生していたこと等によるものであり

ます。

　財務活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度14億35百万円の使用から48億46百万円増加し、62億81百万

円の使用となりました。

　この使用の増加は、親会社であります日本電産株式会社からの借入金の新規及び返済の純額が前連結会計年度に

比して、68億46百万円減少したこと、金融機関からの借入に対する返済が前連結会計年度において20億円あったこ

とによります。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社では、「高成長、高収益、高株価」を実現できる勝ち組企業を目指すため、企業体質の強化、経営基盤の拡充、事

業の拡大に努めております。

　当社の属する製品市場の企業間競争は、製品売価の値下がりや製品の短寿命・短納期等益々激しさを増しており

ます。この様な中で、海外生産拠点の再編・強化、現地調達・内製化による一層の原価低減、高度で効率的な生産体

制確立等が必要不可欠となっております。そのためには、社員一人一人が“マンネリ化”に陥ることなく高いモチ

ベーションを持つことが重要であると認識しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、当社グループは、主として連結子会社の新工場建築及び有形固定資産の生産設備増強のた

め、46億38百万円の設備投資を実施しました。

　光学電子機器関連事業については43億84百万円の設備投資を実施しております。またシステム機器関連事業につい

ては69百万円を、この他に全社共通に1億83百万円の設備投資を実施しております。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社工場

(東京都板橋区)

全社

光学電子機器

関連事業

システム機器

関連事業

統括業務施設 793 78
2,769

(22,122.89)
190 3,832

388

(5)

郡山技術開発センター

(福島県郡山市)

光学電子機器

関連事業

シャッター

型・治工具

生産設備

963 853
200

(139,168.16)
517 2,535

323

(64)

塩尻事業所

(長野県塩尻市)

システム機器

関連事業

省力機械生産

設備
560 225

183

(19,602.94)
35 1,005

128

(7)

一関工場

(岩手県一関市)

光学電子機器

関連事業

精密小型モー

ター生産設備
77 70

84

(68,153.60)
41 273

68

(24)

(2）国内子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日本電産コパル精密部品

㈱

（東京都板橋区）

光学電子機器

関連事業

シャッター型

・治工具

生産設備

23 1,146
－

(－)
75 1,245

342

(123)

(3）在外子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日本電産コパル・タイラ

ンド㈱

（タイ）

光学電子機器

関連事業

シャッター・

精密小型モー

ター生産設備

1,524 1,452
465

(51,308.00)
1,827 5,270

4,005

(4,140)

日本電産コパル・マレー

シア㈱

（マレーシア）

光学電子機器

関連事業

精密小型モー

ター・精密加

工部品生産設

備

181 341

－

(－)

[20,516.00]

127 650
379

(384)

日本電産コパル・フィリ

ピン㈱

（フィリピン）

光学電子機器

関連事業

精密小型モー

ター・精密加

工部品生産設

備

284 337

－

(－)

[19,918.00]

57 680
631

(322)

日本電産コパル・ベトナ

ム会社

（ベトナム）

光学電子機器

関連事業

精密小型モー

ター生産設備
169 579

－

(－)

[6,871.20]

238 987
5,860

(－)
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会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）

(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日本電産科宝（浙江）有

限公司

（中国）

光学電子機器

関連事業

システム機器

関連事業

シャッター・

ユニット製品

・精密加工部

品生産設備

750 2,486

－

(－)

[51,480.00]

159 3,396
3,105

(－)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には消費

税等を含めておりません。

２．本社工場の土地には、日本電産コパル精密部品㈱六日町工場に対する建物賃貸に係る土地81百万円(15,194.37

㎡)が含まれております。

３．土地の一部は連結会社以外から賃借しております。賃借している土地の面積については[ ]で外書きしており

ます。

４．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備投

資計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては提出会社が中心となり調整を

図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了年月日
完了後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

当社
東京都

板橋区　等

光学電子機器

関連事業

システム機器

関連事業

金型生産設備・

合理化・増産設

備

1,344 － 自己資金 
平成20年

４月

平成21年

３月
－

日本電産科宝

（浙江）有限

公司 

中国・

浙江省

光学電子機器

関連事業

システム機器

関連事業

部品・金型

内製化増産設備

環境対策設備 

591 － 自己資金 
平成20年

４月

平成21年

３月
－

日本電産コパ

ル・タイラン

ド㈱ 

タイ・

パトムタニ県

光学電子機器

関連事業

工場増築

金型・シャッ

ター・モバイル

増産設備 

2,802 － 自己資金 
平成20年

４月

平成21年

３月
50％増加

日本電産コパ

ル・ベトナム

会社 

ベトナム・

ホーチミン市

光学電子機器

関連事業

金型・内製化新

規増産設備 
771 － 自己資金 

平成20年

４月

平成21年

３月
20％増加

日本電産コパ

ル精密部品㈱ 

東京都

板橋区　等

光学電子機器

関連事業

部品・金型生産

設備

内製・合理化 

456 － 自己資金 
平成20年

４月

平成21年

３月
－

(2）重要な改修

　当連結会計年度において記載すべき重要な改修計画は発生しておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年６月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,954,924 62,954,924
東京証券取引所

市場第一部
－

計 62,954,924 62,954,924 － －

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成15年４月１日～

平成16年３月31日

（注）１

155,207 60,954,924 90 9,480 92 10,924

平成16年１月22日

（注）２
2,000,000 62,954,924 1,600 11,080 1,600 12,524

　（注）１．新株引受権の権利行使による増加であります。

２．有償　第三者割当増資

割当先　日本電産株式会社

2,000,000株

発行価格　　　 1,600円

資本組入額　　 　800円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 43 26 60 81 7 6,078 6,295 －

所有株式数

（単元）
－ 149,720 1,648 376,798 27,641 125 73,399 629,331 21,824

所有株式数の

割合（％）
－ 23.79 0.26 59.88 4.39 0.02 11.66 100.00 －

　（注）１．自己株式101,866株は、「個人その他」に1,018単元及び「単元未満株式の状況」に66株含めて記載しておりま

す。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電産株式会社 京都市南区久世殿城町338 35,268 56.02

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2-7-9 2,999 4.77

永守重信 京都市西京区 2,418 3.84

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 1,396 2.22

日本トラステイ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 1,281 2.04

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 1,280 2.03

株式会社みずほコーポレート

銀行
東京都千代田区丸の内1-3-3 1,273 2.02

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 1,154 1.83

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 1,000 1.59

みずほ信託退職給付信託ソ

ニー株００３口再信託受託者

資産管理サービス信託

東京都中央区晴海1-8-12 946 1.50

計 － 49,019 77.86
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式        101,800 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式   　62,831,300 628,313 －

単元未満株式 普通株式         21,824 － 単元（百株）未満の株式

発行済株式総数 62,954,924 － －

総株主の議決権 － 628,313 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株（議決権の数20個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日本電産コパル株式会社
東京都板橋区志村

2－18－10
101,800 － 101,800 0.16

計 － 101,800 － 101,800 0.16

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本電産コパル株式会社(E02278)

有価証券報告書

25/93



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得及び

会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 961 1,277,896

当期間における取得自己株式 250 363,770

(注)　当期間における取得自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡）
157 255,384 － －

保有自己株式数 101,866 － 102,116 －

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

株主配当につきましては、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の重要課題の一つとして位置づけてお

り、「業績に対応した配当」を行うことを基本としつつ、あわせて配当性向や、今後の事業展開に備えるための内部留

保の充実などを勘案して決定する方針を採っております。当社は、「会社法第459条第1項の規定に基づき、取締役会の

決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款に定めており、中間配当と期末配当の年２回実施するこ

とを基本方針としております。これらの方針に基づき、当期末の配当金は、当期業績を総合的に勘案し、1株当たり12円

を決定しております。当期は1株当たり10円の中間配当を実施しておりますので、これにより年間配当金につきまして

は、1株当たり22円となります。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらにはグローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいりた

いと考えております。なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年10月26日

取締役会決議
628 10

平成20年５月16日

取締役会決議
754 12

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 2,090 1,860 1,685 1,714 1,575

最低（円） 1,660 1,380 1,178 1,237 1,042

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,446 1,575 1,573 1,409 1,350 1,232

最低（円） 1,215 1,359 1,414 1,111 1,116 1,042

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長
研究開発部門

統括
永守　重信 昭和19年８月28日生

昭和48年７月 日本電産㈱設立、代表取締役社長Ｃ

ＥＯ（現在）

平成２年５月 ニデック㈱（現日本電産総合サービ

ス㈱）代表取締役会長

平成７年６月 シンポ工業㈱（現日本電産シンポ

㈱）取締役会長

平成９年３月 ㈱リードエレクトロニクス（現日本

電産リード㈱）取締役会長（現在）

平成９年６月 トーソク㈱（現日本電産トーソク

㈱）取締役会長（現在）

 京利工業㈱（現日本電産キョーリ

㈱）代表取締役会長（現在）

平成10年１月 日本電産マシナリー㈱代表取締役会

長（現在）

平成10年４月 当社顧問

平成10年６月 当社取締役会長（現在）

 コパル電子㈱（現日本電産コパル電

子㈱）取締役会長

平成10年10月 芝浦電産㈱(現日本電産シバウラ㈱)

代表取締役会長

平成11年４月 当社技術開発本部長

平成11年10月 ネミコン㈱（現日本電産ネミコン

㈱）代表取締役会長

平成12年３月 ㈱ワイ・イー・ドライブ(現日本電産

パワーモータ㈱)代表取締役会長

平成14年６月 当社研究開発部門統括（現在）

平成15年10月 ㈱三協精機製作所（現日本電産サン

キョー㈱）最高顧問

 日本電産シンポ㈱代表取締役会長

（現在）

平成16年３月 ㈱三協精機製作所（現日本電産サン

キョー㈱）代表取締役会長（現在）

 三協流通興業㈱（現日本電産ロジス

テック㈱）代表取締役会長（現在）

 東京ピジョン㈱(現日本電産ピジョン

㈱)代表取締役会長

 日新工機㈱（現日本電産ニッシン

㈱）代表取締役会長（現在）

 三協商事㈱（現日本電産サンキョー

商事㈱）代表取締役会長

平成16年９月 日本電産コパル電子㈱取締役会長

（現在）

平成19年５月

平成19年６月

日本サーボ㈱最高顧問

日本サーボ㈱取締役会長（現在）

(注) 2 2,418

 

EDINET提出書類

日本電産コパル株式会社(E02278)

有価証券報告書

28/93



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社　　　長
　 井澤　茂 昭和25年３月３日生

昭和47年４月 当社入社

平成元年６月 当社郡山事業所第一工場ＭＶ部長

平成８年１月 当社郡山事業所光学電子生産部長

平成11年４月 当社郡山技術開発センター副所長

平成13年５月 日本電産コパル・タイランド㈱代表

取締役社長

平成14年６月 当社取締役

平成16年４月 当社常務取締役

 当社光学機器事業統括

平成17年４月 当社電子機器事業統括

平成18年１月 日本電産コパル・タイランド㈱取締

役会長(現在)

平成18年４月 当社専務取締役

平成18年６月 当社代表取締役社長（現在）

 日本電産コパル・ベトナム会社取締

役会長（現在）

 科宝光電機器（上海）有限公司董事

長（現在）

 米国日本電産コパル㈱代表取締役会

長（現在）

 日本電産コパル・ヨーロッパ㈲代表

取締役会長(現在)

 コパル・ヤマダ㈱取締役会長（現

在）

(注) 2 10

取締役

専務執行役員

管理部門統括

経営管理監査

室担当

米田　敬智 昭和20年12月20日生

昭和43年４月 ㈱日本興業銀行(現㈱みずほコーポ

レート銀行）入行

平成５年５月 同行バンコック支店長

平成９年６月 同行国際融資部長

平成10年６月 当社取締役

平成10年10月 日本電産コパル・マレーシア㈱代表

取締役会長

平成12年４月 当社経営企画部・購買部・品質管理

部・知的財産法務部・監査室（現経

営管理監査室）・秘書室担当兼関係

会社管理部長

平成12年10月 日本電産科寶（香港）有限公司董事

長（現在）

平成14年４月 当社常務取締役

平成15年４月 当社管理部門統括

 秘書室、監査室（現経営管理監査

室）、経営企画部、関係会社管理部、

知的財産法務部、総務部、人事部、経

理部、システム部（現情報システム

部）、購買部担当（現在）

当社品質管理部担当

平成18年４月

平成20年６月

当社海外事業管理部担当（現在）

当社取締役専務執行役員（現在）

(注) 2 25
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員

営業部門統括

兼営業管理部

長

日高　光隆 昭和29年11月５日生

昭和60年６月 当社入社

平成９年４月 当社光学電子事業部営業部長

平成11年４月 当社営業本部営業第一部長

平成14年６月 当社取締役

平成15年４月 光学機器事業統括

平成16年４月 当社常務取締役

 当社営業部門統括（現在）

当社営業第一部長

 平成20年1月  当社営業管理部長（現在）

 平成20年6月  当社取締役常務執行役員（現在）

(注) 2 3

取締役

常務執行役員

部品事業統括

海外事業統括

五十嵐　正 昭和20年３月15日生

昭和35年３月 当社入社

平成７年７月 当社六日町事業部長

平成11年４月 コパル精密部品㈱（現日本電産コパ

ル精密部品㈱）代表取締役社長

平成12年６月 当社取締役

平成13年９月 日本電産科宝（浙江）有限公司副董

事長

 日本電産科宝（浙江）有限公司総経

理

平成14年６月 当社部品事業統括補佐

平成16年４月 当社部品事業統括(現在)

平成17年４月 当社常務取締役

平成18年６月 日本電産科宝（浙江）有限公司董事

長（現在）

 日本電産コパル・マレーシア㈱取締

役会長（現在）

 日本電産コパル・フィリピン㈱取締

役会長（現在）

平成19年４月 当社海外事業統括（現在）

日本電産コパル精密部品㈱代表取締

役社長（現在）

平成20年６月 当社取締役常務執行役員（現在） 

(注) 2 10

取締役 　 小部　博志 昭和24年３月28日生

昭和48年７月 日本電産㈱設立に参加

昭和59年11月 同社取締役

平成12年４月 同社取締役副社長

 社長補佐

 営業部門統轄

平成12年６月 当社監査役

平成16年６月 当社取締役（現在）

平成17年４月 日本電産㈱ＣＯＯ（現在）

平成18年６月 同社代表取締役副社長（現在）

 日本電産総合サービス㈱代表取締役

会長（現在）

(注) 2 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 　 小林　憲宏 昭和22年３月15日生

昭和47年４月 当社入社

平成９年１月 当社塩尻事業所長

平成９年６月 当社取締役

平成11年11月 当社郡山技術開発センター所長

平成12年４月 当社常務取締役

平成14年６月 当社部品事業統括

平成15年４月 当社海外事業統括

 当社システム機器事業統括

 日本電産コパル・タイランド㈱取締

役会長

 日本電産コパル・マレーシア㈱取締

役会長

 日本電産コパル・フィリピン㈱取締

役会長

 日本電産コパル・ベトナム会社取締

役会長

 日本電産科宝（浙江）有限公司董事

長

平成18年４月 当社郡山技術開発センター所長

平成20年６月 当社常勤監査役（現在） 

(注) 3 10

常勤監査役 　 保坂　明弘 昭和22年4月27日生

昭和47年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）入行

平成７年６月 同行原宿支店長

平成９年11月 同行マイアミ支店長

平成12年９月 当社経営企画部長

平成14年６月 当社関係会社管理部長

平成19年６月 当社常勤監査役（現在）

(注) 4 1

監査役 　 横川　邦彦 昭和16年９月25日生

昭和39年４月 オリンパス光学工業㈱入社

昭和54年７月 オリンパス光電子㈱業務部長

昭和63年４月 オリンパス販売㈱監査役

平成４年10月 ㈱ユーバス（現オリンパスシステム

ズ㈱）常務取締役

平成５年10月 ㈱ローブ代表取締役（兼任）

平成11年６月 オリンパスシステムズ㈱代表取締役

社長

平成15年６月 当社監査役（現在）

(注) 4 -　

監査役 　 井上　哲夫 昭和23年６月22日生

昭和47年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入

行

平成４年10月 同行千林支店長

平成６年10月 同行和歌山支店長

平成９年１月 同行法人業務部（大阪）部付部長

平成11年12月 日本電産㈱入社

 同社理事

 同社関係会社管理部長（現在）

平成14年６月 同社取締役(現在）

 同社関係会社管理部担当（現在）

 当社監査役（現在）

(注) 5 -　

監査役 　 朝比奈　秀夫 昭和13年３月28日生

昭和35年４月 大蔵省（現財務省）入省

昭和60年６月 同省神戸税関長

昭和61年６月 大蔵大臣官房審議官(国際金融局担当

)

昭和63年10月 公営企業金融公庫理事

平成３年６月 大阪証券金融㈱代表取締役社長

平成８年７月 日本万国博覧会記念協会理事長

平成15年６月 日本電産㈱常勤監査役（現在）

平成18年６月 当社監査役（現在）

(注) 6 1

計 2,482

（注）１．取締役小部博志は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　２．監査役横川邦彦及び井上哲夫並びに朝比奈秀夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　３．平成20年６月13日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４．平成20年６月13日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　５．平成19年６月14日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　６．平成17年６月16日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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 　　　 ７．平成18年６月15日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　８．当社では執行役員制度を導入しております。執行役員は上記記載の取締役３名の他に、以下の７名であります。

新役職名 氏　名

 執行役員

電子機器事業統括　

　日本電産コパル・ベトナム会社代表取締役社長

中村　繁和

執行役員　

研究開発部門統括補佐　

研究開発部長　

松本　国夫

 執行役員

塩尻事業所長　
林  　和幸

執行役員 

光学機器事業統括　

郡山技術開発センター所長

菊地  　博

執行役員

日本電産コパル・タイランド株式会社代表取締役社長　
飯塚  　博

執行役員 

日本電産科宝（浙江）有限公司董事兼総経理
佐藤　孝夫

 執行役員

　人事部長兼総務部長
大宮　直一
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

１． コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は更なる企業価値の向上に向け、効率的な経営を行うとともに、公正かつ透明性の高い経営体制を目指し

ております。

平成14年６月の定時株主総会において、各事業年度における経営責任の明確化ならびに経営環境の変化に迅速

に対応した機動的な経営体制の実現に向け取締役の任期を２年から１年としております。更に、企業を取り巻く

様々なリスクに対処すると同時に企業倫理や法令遵守の徹底に努めるため、「コンプライアンス委員会」、「リ

スク管理委員会」、「システムリスク管理委員会」を設置しております。

また、平成18年５月１日に会社法が施行されたことに伴い、平成18年５月16日開催の取締役会において「株式

会社の業務の適正を確保する体制に関する件」(内部統制の基本方針)を決議しております。

その後、平成20年６月13日より執行役員制度を採用し、同日開催の取締役会において「株式会社の業務の適正

を確保する体制に関する件」を改正いたしました。

２．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1) 会社の機関の基本説明

当社の機関につきましては、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、

業務遂行を代表取締役、監査機関として監査役会という、会社法上で規定されている株式会社の機関制度を

基本として、あわせて「経営会議」や各種委員会等の設定により、内部統制システムの有効な運用を図って

おります。

更に、グローバルな事業拡大に対応し、取締役会の機能強化と迅速な意思決定を図ることを目的に取締役

の人数を減らすとともに、業務執行における役割責任の明確化を目的とした執行役員制度を平成20年６月よ

り採用しております。

当社は監査役会設置会社であり、監査役は５名、うち社外監査役は３名であります。常勤監査役による業務

監査は取締役会及び重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、業務執行の適法性について調査を行うな

ど監査体制の充実を図っております。

なお、平成18年６月の定時株主総会において、監査体制の強化・充実を図るため、監査役１名を増員し、５

名体制としております。

(2) 会社の機関・内部統制の関連図は以下のとおりです。
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(3) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

毎月開催される経営会議には取締役会メンバー、監査役、その他必要に応じた担当者の参加により、月次執

行業務報告と課題検討を行い、常時厳正な監視を行える体制をとっております。

内部監査・調査は経営管理監査室が定期的に実施しており、監査の結果は取締役会、経営会議に報告され

ております。なお、監査役は随時当該監査への参加や監査状況を監視することができます。弁護士、会計監査

人等の第三者からは、業務執行上の必要に応じ適宜アドバイスを受けております。

(4)監査役と内部監査部門の連携状況

内部監査は経営管理監査室が定期的に実施しており、当社グループ全体的視野にたって改善を要する特命

事項に関して、厳密に調査し指摘事項を各部門、各関係会社にフィードバックし早急な対応を促しておりま

す。当該監査の結果は取締役会のほか、監査役が出席する経営会議にも報告されております。

また、常勤監査役（２名）が中心となり、定期的に各部門、各関係会社の業務監査を行い、毎月開催される

監査役会（非常勤監査役３名を含む）・経営会議にて報告を行うことで、経営状況の分析、日常業務の問題

点を把握しております。以上のように監査役と内部監査部門である経営管理監査室は随時情報・意見交換し

共通の認識をもつことで相互の連携を高めております。更には、会計監査の実施状況を適時監視するなど会

計監査人との連携強化にも努めております。

(5)会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属監査法人

　指定社員　業務執行社員　　花　井　裕　風 （京都監査法人）

　指定社員　業務執行社員　　梶　田　明　裕 （京都監査法人）

当社の監査業務に係わる補助者の構成

　　　公認会計士　7名　　会計士補　6名　　その他　16名

(6)社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役及び社外監査役のうち、親会社であります日本電産株式会社から社外取締役１名及び社

外監査役２名が就任しております。

なお、当社と当社の社外取締役及び社外監査役の人的関係及びその他の利害関係はありません。

(7)取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

　

(8)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　

(9)剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当

等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

　

(10)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定め

ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものであります。

　

３. リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、取締役会が選任する者を委員長とするリスク管理委員会を設置し、社会的信用、

役職員の安全、顧客との信頼関係、製造施設、知的財産情報、その他の財産等当社にとって積極的価値に対し

悪影響を及ぼす可能性のある全ての事象について管理することを目的として、以下の体制を整備しておりま

す。
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４. 役員報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

区　分 支　給　額

取　締　役
社　内 ２２２百万円

社　外 －百万円

監　査　役
社　内 ２７百万円

社　外 ４百万円

計 ２５４百万円

５. 監査報酬の内容

　 報　酬　額

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に係る報酬額 ４２百万円

上記以外の報酬額 －百万円

計 ４２百万円
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監査

法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

財務諸表については、京都監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　前連結会計年度及び前事業年度　　みすず監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度　　京都監査法人
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
平成19年３月期

（平成19年３月31日）
平成20年３月期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  4,607   5,003  

２．受取手形及び売掛金 ※3,4  24,415   23,211  

３．たな卸資産 　  9,159   6,680  

４．繰延税金資産 　  896   871  

５．関係会社預け金 　  -   1,604  

６．その他 　  1,260   567  

貸倒引当金 　  △24   △10  

流動資産合計 　  40,315 57.7  37,928 57.1

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 ※２       

(1）建物及び構築物 　  4,947   5,330  

(2）機械装置及び運搬具 　  7,955   7,554  

(3）工具・器具及び備品 　  3,589   3,106  

(4）土地 　  3,739   3,703  

(5）建設仮勘定 　  24   174  

有形固定資産合計 　  20,257 (29.0)  19,869 (29.9)

２．無形固定資産 　  145 (0.2)  186 (0.3)

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  4,197   3,660  

(2）出資金 ※１  61   60  

(3）繰延税金資産 　  1,209   335  

　　（4）前払年金費用 　  3,424   4,257  

(5）その他 　  1,092   1,026  

貸倒引当金 　  △852   △853  

投資その他の資産合計 　  9,133 (13.1)  8,486 (12.7)

固定資産合計 　  29,536 42.3  28,543 42.9

資産合計 　  69,851 100.0  66,471 100.0
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平成19年３月期

（平成19年３月31日）
平成20年３月期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 　  13,903   13,850  

２．短期借入金 　  5,023   -  

３．未払法人税等 　  1,602   984  

４．賞与引当金 　  730   814  

５．役員賞与引当金 　  67   -  

６．その他 　  2,767   2,995  

流動負債合計 　  24,093 34.5  18,644 28.1

Ⅱ　固定負債 　       

１．繰延税金負債 　  0   603  

２．退職給付引当金 　  592   579  

３．債務保証損失引当金 　  18   17  

４．その他 　  78   77  

固定負債合計 　  689 1.0  1,278 1.9

負債合計 　  24,783 35.5  19,923 30.0

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  11,080 15.8  11,080 16.7

２．資本剰余金 　  12,524 17.9  12,524 18.8

３．利益剰余金 　  17,653 25.3  21,390 32.2

４．自己株式 　  △164 △0.2  △165 △0.3

株主資本合計 　  41,094 58.8  44,829 67.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  883 1.3  506 0.7

２．為替換算調整勘定 　  1,458 2.1  △214 △0.3

評価・換算差額等合計 　  2,342 3.4  292 0.4

Ⅲ　少数株主持分 　  1,631 2.3  1,425 2.2

純資産合計 　  45,068 64.5  46,547 70.0

負債純資産合計 　  69,851 100.0  66,471 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  84,012 100.0  87,957 100.0

Ⅱ　売上原価 ※1,3  71,813 85.5  73,816 83.9

売上総利益 　  12,198 14.5  14,140 16.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  6,370 7.6  6,697 7.6

営業利益 　  5,827 6.9  7,443 8.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 47   68   

２．受取配当金 　 56   57   

３．持分法による投資利益 　 30   102   

４．固定資産賃貸収入 　 54   52   

５．事務手数料収入 　 38   -   

６．その他 　 124 351 0.4 106 387 0.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 19   32   

２．為替差損 　 68   533   

３．固定資産賃貸費用 　 0   1   

４．その他 　 14 103 0.1 60 627 0.7

経常利益 　  6,076 7.2  7,202 8.2

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※４ 23   58   

２．投資有価証券売却益 　 574   0   

３．ゴルフ会員権売却益 　 -   8   

４．貸倒引当金戻入益 　 23   0   

５．その他 　 4 625 0.7 0 68 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売除却損 ※５ 147   204   

２．その他 　 46 193 0.2 15 219 0.3

税金等調整前当期純利
益

　  6,508 7.7  7,051 8.0

法人税、住民税及び事業
税

　 2,280   1,768   

過年度法人税等還付額 　 -   △1,479   

法人税等調整額 　 70   354   

過年度法人税等還付に
伴う税効果調整額

　 - 2,351 2.8 1,404 2,047 2.3

少数株主利益 　  △148 △0.2  10 0.0

当期純利益 　  4,304 5.1  4,993 5.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

平成19年３月期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 14,673 △163 38,114

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △628  △628

剰余金の配当   △628  △628

役員賞与（注）   △67  △67

当期純利益   4,304  4,304

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  △0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

- △0 2,980 △1 2,979

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 17,653 △164 41,094

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,439 235 2,675 1,724 42,515

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △628

剰余金の配当     △628

役員賞与（注）     △67

当期純利益     4,304

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,556 1,222 △333 △93 △426

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,556 1,222 △333 △93 2,533

平成19年３月31日　残高
（百万円）

883 1,458 2,342 1,631 45,068

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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平成20年３月期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 17,653 △164 41,094

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △1,257  △1,257

当期純利益   4,993  4,993

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  △0 △0 0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

- △0 3,736 △1 3,735

平成20年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 21,390 △165 44,829

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

883 1,458 2,342 1,631 45,068

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △1,257

当期純利益     4,993

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△376 △1,672 △2,049 △206 △2,256

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△376 △1,672 △2,049 △206 1,479

平成20年３月31日　残高
（百万円）

506 △214 292 1,425 46,547
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 6,508 7,051

減価償却費 　 3,299 3,775

持分法による投資利益 　 △30 △102

退職給付引当金増減額
(減少:△) 　 17 △7

貸倒引当金増減額(減少:
△) 　 △221 △10

その他引当金増減額(減
少:△) 　 85 94

受取利息及び受取配当
金

　 △103 △126

支払利息 　 19 32

投資有価証券売却損益
(益：△) 　 △574 △0

固定資産売除却損益(益:
△) 　 123 146

売上債権の増減額(増加:
△) 　 △882 850

たな卸資産の増減額(増
加:△) 　 △1,035 2,052

未収入金の増減額(増加:
△) 　 △15 182

仕入債務の増減額(減少:
△) 　 △2,554 579

未払金の増減額(減少:△) 　 △294 139

破産債権等の増減額(増
加:△) 　 230 △1

役員賞与支払額 　 △67 △63

その他 　 △743 △457

小計 　 3,759 14,136

利息及び配当金の受取
額

　 103 124

利息の支払額 　 △19 △34

法人税等の支払額 　 △1,639 △2,405

過年度法人税等の還付
額

　 - 1,532

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 2,203 13,352

 

EDINET提出書類

日本電産コパル株式会社(E02278)

有価証券報告書

42/93



　 　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

定期預金の払出による
収入

　 152 -

投資有価証券の売却に
よる収入

　 455 309

固定資産の取得による
支出

　 △5,288 △5,023

固定資産の売却による
収入

　 87 169

出資金清算による収入 　 646 -

貸付金の回収による収
入

　 12 0

ゴルフ会員権売却によ
る収入

　 - 11

その他 　 0 0

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △3,933 △4,532

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入金の増減額(減
少:△) 　 1,823 △5,023

長期借入金の返済によ
る支出

　 △2,000 -

自己株式の売却による
収入

　 0 0

自己株式の取得による
支出

　 △1 △1

配当金の支払額 　 △1,257 △1,257

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,435 △6,281

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 246 △537

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

　 △2,918 2,001

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 7,525 4,607

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※ 4,607 6,608
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）当連結財務諸表に含まれた連結子会社は次の９社

であります。

日本電産コパル精密部品㈱

日本電産コパル・タイランド㈱

日本電産コパル・マレーシア㈱

日本電産コパル・フィリピン㈱

日本電産コパル・ベトナム会社

日本電産科宝（浙江）有限公司

科宝光電機器（上海）有限公司

米国日本電産コパル㈱

日本電産科寶（香港）有限公司

１．連結の範囲に関する事項

(1）　　　　　　　　同左

(2）連結の範囲から除外した非連結子会社は、㈱コパル

研究所他であります。

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産・

売上高・当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないので連結から

除外しております。

(2）　　　　　　　　 同左

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社は次の関連会社1社であります。

コパル・ヤマダ㈱

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社は次の関連会社2社であります。

コパル・ヤマダ㈱

コパル・ヤマダ ベトナム会社

なお、コパル・ヤマダ ベトナム会社は、当連結会計

年度において新たに設立したため、持分法の適用範

囲に含めております。

(2）非連結子会社㈱コパル研究所他に対する投資につ

いては、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法を適用せず原価法により評価し

ております。

(2）　　　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち科宝光電機器（上海）有限公司及

び日本電産科宝（浙江）有限公司の決算日は12月31

日であります。

連結財務諸表作成にあたっては同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

日本電産科宝（浙江）有限公司及び科宝光電機器

（上海）有限公司の連結会計期間を変更したため、当

連結会計年度は平成19年1月1日から平成20年3月31日

までの15ヶ月間を連結しております。
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平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

同左

(ロ）たな卸資産

製品・原材料・仕掛品

総平均法に基づく低価法

(ロ）たな卸資産

製品・原材料・仕掛品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付

属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

海外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　3年～65年

機械装置及び運搬具　　　2年～15年

工具・器具及び備品　　　2年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付

属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

海外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　3年～65年

機械装置及び運搬具　　　2年～15年

工具・器具及び備品　　　2年～20年

　

　

　

　

（会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ108百万円減少しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。
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平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

　

　

（追加情報）

当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴

い、平成19年3月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の5%に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当

額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ75百万円減少しておりま

す。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

同左

(ロ）賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

(ロ）賞与引当金

同左

(ハ）役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

――――――

　 （追加情報）

前連結会計年度において、役員の賞与の支払に充

てるため、支給見込額を計上しておりましたが、

役員報酬制度の見直しを行った結果、当連結会計

年度より年俸制を導入することとなりました。

これに伴い当連結会計年度より役員賞与引当金

の計上は行っておりません。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）

を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ67百万円減少しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

　

 

EDINET提出書類

日本電産コパル株式会社(E02278)

有価証券報告書

46/93



平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(ニ）退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、退職給付引当金または前払年金

費用を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により処理しております。

(ニ）退職給付引当金

同左

(ホ）債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を計上

しております。

(ホ）債務保証損失引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

同左

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権・債務

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ハ）ヘッジ方針

当社の社内規程に基づき、為替変動リスクをヘッ

ジしております。

(ハ）ヘッジ方針

同左

(ニ）有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断し

ております。

(ニ）有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左
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平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

なお、グループ全体での資金運用、調達を行うため、日

本電産㈱へ預託しているＣＭＳ預け金1,604百万円を

資金の範囲に含めております。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

　平成17年12月9日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は43,436百万円で

あります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

――――――

　

　

　

表示方法の変更

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結損益計算書）

「事務手数料収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度において

営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ております。

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「事

務手数料収入」は、6百万円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「事

務手数料収入」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しいため、営業外収益の「その他」に含めて表

示しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「事

務手数料収入」は、3百万円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

平成19年３月期
（平成19年３月31日）

平成20年３月期
（平成20年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に係る注記 ※１．非連結子会社及び関連会社に係る注記

投資有価証券 305百万円

出資金 39

投資有価証券 408百万円

出資金 39

※２．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

24,864百万円

※２．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

26,046百万円

 ※３. 受取手形その他 ※３．　　　　　　―――――――

輸出為替手形割引高 4百万円  

※４．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高に含まれております。

※４．　　　　　　―――――――

受取手形 154百万円  

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座借越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座借越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額 5,500百万円

借入実行残高 -

差引未実行残高 5,500

当座借越極度額 5,500百万円

借入実行残高 -

差引未実行残高 5,500

（連結損益計算書関係）

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．低価法適用による評価損計上額　 　　 282百万円 ※１．低価法適用による評価損計上額　  　  382百万円

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目 ※２．販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運送費 1,202百万円

給料手当等 1,511

賞与引当金繰入額 180

役員賞与引当金繰入額 67

荷造運送費 1,267百万円

給料手当等 1,659

賞与引当金繰入額 239

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

3,391百万円

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

3,075百万円

※４．固定資産売却益の内訳 ※４．固定資産売却益の内訳

土地 20百万円

工具器具備品 2

その他 1

計 23

土地 37百万円

建物及び構築物 9

機械装置及び運搬具 8

その他 2

計 58

※５．固定資産売除却損の内訳 ※５．固定資産売除却損の内訳

建物及び構築物 62百万円

機械装置及び運搬具 46

工具・器具及び備品 38

計 147

建物及び構築物 55百万円

機械装置及び運搬具 57

工具・器具及び備品 91

計 204

EDINET提出書類

日本電産コパル株式会社(E02278)

有価証券報告書

49/93



（連結株主資本等変動計算書関係）

平成19年３月期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 62,954,924 - - 62,954,924

合計 62,954,924 - - 62,954,924

自己株式     

普通株式 （注） 100,278 824 40 101,062

合計 100,278 824 40 101,062

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加824株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少40株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年 6月15日

定時株主総会
普通株式 628 10 平成18年3月31日 平成18年6月16日

平成18年10月27日

取締役会
普通株式 628 10 平成18年9月30日 平成18年12月7日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年5月17日

取締役会
普通株式 628 利益剰余金 10 平成19年3月31日 平成19年6月1日

平成20年３月期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 62,954,924 - - 62,954,924

合計 62,954,924 - - 62,954,924

自己株式     

普通株式 （注） 101,062 961 157 101,866

合計 101,062 961 157 101,866

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加961株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少157株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年5月17日

取締役会
普通株式 628 10 平成19年3月31日 平成19年6月1日
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年10月26日

取締役会
普通株式 628 10 平成19年9月30日 平成19年12月6日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年5月16日

取締役会
普通株式 754 利益剰余金 12 平成20年3月31日 平成20年6月2日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 4,067百万円 現金及び預金勘定 5,003百万円

関係会社預け金（注） 1,604

現金及び現金同等物 6,608

 (注)関係会社預け金については、連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲に記載のとおり、現金及び

現金同等物（資金）の範囲に含めております。
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（リース取引関係）

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
工具・器具

及び備品
　 合計

　 (百万円) 　 (百万円)

取得価額相当額 252 　 252

減価償却累計額

相当額
107 　 107

期末残高相当額 144 　 144

　
機械装
置及び
運搬具 

工具・
器具及
び備品

　 合計

　 (百万円) (百万円) 　 (百万円)

取得価額相当額 3 259 　 262

減価償却累計額

相当額
1 160 　 162

期末残高相当額 2 98 　 100

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため

「支払利子込み方式」により算定しております。

同左

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

　 （百万円)

１年内 51

１年超 93

合計 144

　 （百万円)

１年内 41

１年超 59

合計 100

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産に占めるその割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

　 （百万円)

支払リース料 39

減価償却費相当額 39

　 （百万円)

支払リース料 52

減価償却費相当額 52

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

平成19年３月期（平成19年３月31日） 平成20年３月期（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 1,846 3,343 1,497 1,520 2,412 892

(2）債券       

①　国債・地方債等 - - - - - -

②　社債 - - - - - -

③　その他 - - - - - -

(3）その他 36 37 1 - - -

小計 1,882 3,381 1,498 1,520 2,412 892

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 - - - 326 302 △23

(2）債券       

①　国債・地方債等 - - - - - -

②　社債 - - - - - -

③　その他 - - - - - -

(3）その他 - - - 36 26 △9

小計 - - - 362 329 △33

合計 1,882 3,381 1,498 1,882 2,742 859

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

平成19年３月期
（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

731 574 - 0 0 -

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
平成19年３月期（平成19年３月31日） 平成20年３月期（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）子会社株式及び関連会社株式 305 408

(2）その他有価証券   

非上場株式 510 510
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（デリバティブ取引関係）

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の状況に関する事項

　当社グループは、外貨建金銭債権債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で為替予約

を行っています。

　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクがありま

すので、社内規定による決裁のもと本社経理部が管理責

任元となり、リスク管理をしております。なお、為替予約

取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しています。

　また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(1）取引の状況に関する事項

同左

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建金銭債権・債務

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

　当社の社内規定に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。

ヘッジ方針

同左

有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

有効性評価の方法

同左

(2）取引の時価等に関する事項

　当社グループの利用するデリバティブ取引は、全て

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありませ

ん。

(2）取引の時価等に関する事項

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

２．退職給付債務及びその内訳

　 　
平成19年３月期

（平成19年３月31日）
平成20年３月期

（平成20年３月31日）

(1) 退職給付債務（百万円） △4,181 △3,975

(2) 年金資産（百万円） 9,147 7,420

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） 4,966 3,445

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △1,331 834

(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額)（百万円） △802 △601

(6)
連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)

（百万円）
2,831 3,677

(7) 前払年金費用（百万円） △3,424 △4,257

(8) 退職給付引当金(6)－(7)（百万円） △592 △579

３．退職給付費用の内訳

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用（百万円） △67 △229

(1）勤務費用（注）（百万円） 193 187

(2）利息費用（百万円） 96 95

(3）期待運用収益（減算）（百万円） 228 274

(4）数理計算上の費用処理額（百万円） 71 △37

(5）過去勤務債務の処理額（百万円） △200 △200

　（注）　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
平成19年３月期

（平成19年３月31日）
平成20年３月期

（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 2.3 2.3

(2）期待運用収益率（％） 3.5 3.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10

(5）未認識過去勤務債務の処理年数（年） 10 10
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（税効果会計関係）

平成19年３月期
（平成19年３月31日）

平成20年３月期
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

棚卸資産評価損 386  

賞与引当金 276  

未払事業税 120  

その他 169 

繰延税金負債（流動）との相殺 △56 

計 896  

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 1,322  

貸倒引当金 160  

債務保証損失引当金 7  

会員権評価損 75  

その他 342  

評価性引当額 △84  

繰延税金負債（固定）との相殺 △614  

計 1,209  

繰延税金資産合計 2,105  

繰延税金負債（流動）   

未分配利益の税効果 △56  

繰延税金資産（流動）との相殺 56  

　　計 -  

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △614  

繰延税金資産（固定）との相殺 614  

その他 △0  

計 △0  

繰延税金負債合計 △0  

繰延税金資産（負債）の純額 2,105  

　 （百万円）

繰延税金資産（流動）  

棚卸資産評価損 384  

賞与引当金 305  

未払事業税 73  

未払費用 83  

その他 167 

繰延税金負債（流動）との相殺 △143 

計 871  

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 225  

貸倒引当金 160  

債務保証損失引当金 7  

会員権評価損 41  

その他 347  

評価性引当額 △84  

繰延税金負債（固定）との相殺 △363  

計 335  

繰延税金資産合計 1,206  

繰延税金負債（流動）   

未分配利益の税効果 △143  

繰延税金資産（流動）との相殺 143  

　　計 -  

繰延税金負債（固定）   

前払年金費用 △614  

その他有価証券評価差額金 △352  

繰延税金資産（固定）との相殺 363  

その他 △0  

計 △603  

繰延税金負債合計 △603  

繰延税金資産（負債）の純額 602  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)  

租税条約による優遇措置 △4.6

海外子会社との適用税率差異 △2.0

外国税額控除 △0.2

受取配当金等の永久差異 1.6

持分法投資損益 △0.2

試験研究費に係る税額控除 △0.4

未分配利益に係る税効果 0.7

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1

法定実効税率 41.0％

(調整)  

租税条約による優遇措置 △6.0

海外子会社との適用税率差異 △5.0

外国税額控除 △2.5

受取配当金等の永久差異 1.5

持分法投資損益 △0.6

試験研究費に係る税額控除 △0.3

未分配利益に係る税効果 1.0

過年度法人税等還付額 △1.1

その他 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.0
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　
光学電子機器
関連事業
（百万円）

システム機器
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 73,497 10,514 84,012 - 84,012

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
128 - 128 (128) -

計 73,626 10,514 84,140 (128) 84,012

営業費用 66,141 9,532 75,674 2,509 78,184

営業利益 7,484 981 8,466 (2,638) 5,827

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 51,195 5,819 57,014 12,836 69,851

減価償却費 2,985 197 3,182 116 3,299

資本的支出 5,118 575 5,693 43 5,737

　
平成20年３月期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　
光学電子機器
関連事業
（百万円）

システム機器
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 80,072 7,885 87,957 - 87,957

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
142 2 144 (144) -

計 80,214 7,887 88,102 (144) 87,957

営業費用 70,851 7,076 77,927 2,586 80,514

営業利益 9,363 811 10,174 (2,731) 7,443

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 49,193 5,709 54,902 11,569 66,471

減価償却費 3,453 196 3,650 125 3,775

資本的支出 4,384 69 4,454 183 4,638

（注）１．事業区分は、市場及び販売方法の類似性により下記の事業区分によっております。

２．各事業の主な製品
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事業区分 売上区分 主要製品

光学電子機器関連事業

光学機器 カメラ用シャッター、レンズユニット

電子機器
精密小型モーター、ポテンショメーター、

エンコーダー、表示デバイス

部品 プレス・モールド部品、金型

システム機器関連事業 システム機器

電子部品実装機、工作機械、端末機器、

ＩＣカード用プリンター、光学系センサーユニット、

液晶搬送用ロボット、昇華型プリンター

３．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

当　　　　期　　　2,727百万円

前　　　　期　　　2,630百万円

であり、その主なものは、親会社の本社部門及び基礎研究に係る費用であります。

４．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、

当　　　　期　　　11,574百万円

前　　　　期　　　12,843百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資産（投資有価証券）及

び管理部門に係る資産等であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額に含まれております。

６．会計方針の変更

（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(3)(ハ)に記載のとおり、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて「消去又は全社」の営業費用は67百万円増加し、営業利益が同額

減少しております。

（当連結会計年度）

有形固定資産の減価償却の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて「消去又は全社」が1百万円、「光学電子機器関連事業」が102百万円、「システム機器関連事業」

が3百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。

７．追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当

額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて「消去又は全社」が20百万円、「光学電子機器関連事業」が39百万

円、「システム機器関連事業」が15百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　
日本

（百万円）
東南アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 68,001 15,552 457 84,012 - 84,012

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,539 40,299 - 43,838 (43,838) -

計 71,540 55,851 457 127,850 (43,838) 84,012

営業費用 64,554 54,397 432 119,384 (41,200) 78,184

営業利益 6,986 1,453 25 8,465 (2,637) 5,827

Ⅱ．資産 45,537 29,341 429 75,308 (5,457) 69,851

　
平成20年３月期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　
日本

（百万円）
東南アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 67,493 20,060 404 87,957 - 87,957

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,969 41,445 3 44,418 (44,418) -

計 70,462 61,505 407 132,376 (44,418) 87,957

営業費用 63,841 57,964 383 122,189 (41,674) 80,514

営業利益 6,621 3,540 24 10,186 (2,743) 7,443

Ⅱ．資産 41,065 28,164 370 69,600 (3,129) 66,471

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

東南アジア　　　タイ、マレーシア、フィリピン、中国、ベトナム

そ　の　他　　　米国他

３．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

　　　　　当　　　期　　2,727百万円

　　　　　前　　　期　　2,630百万円

であり、その主なものは、親会社の本社部門及び基礎研究に係る費用であります。

４．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、

　　　　　当　　　期　　11,574百万円

　　　　　前　　　期　　12,843百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及

び管理部門に係わる資産等であります。
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５．会計方針の変更

（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(3)(ハ)に記載のとおり、当連結会計年度より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は67百万円増加し、営業利益が同額減少し

ております。

（当連結会計年度）

有形固定資産の減価償却の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて「消去又は全社」が1百万円、「日本」が106百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少してお

ります。

６．追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当

額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて「消去又は全社」が20百万円、「日本」が55百万円営業費用が増加

し、営業利益が同額減少しております。

【海外売上高】

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 30,120 2,336 32,456

Ⅱ　連結売上高（百万円）   84,012

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
35.8% 2.8% 38.6%

　
平成20年３月期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 33,663 2,947 36,611

Ⅱ　連結売上高（百万円）   87,957

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
38.3% 3.4% 41.6%

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域

①　東南アジア　　　タイ、マレーシア、フィリピン、中国、ベトナム

②　その他　　　　　米国、ドイツ、他
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【関連当事者との取引】

平成19年３月期（自　平成18年4月１日　　至　平成19年3月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の所
有（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社 日本電産㈱
京都市

南区
65,867

電子部品

等の製造

販売

（被所有）

直接 56.13％

間接　1.44％

役員

4名

電子部品

等の販売

及び仕入

れ

資金の借入 5,023
短期

借入金
5,023

支払利息 16 未払費用 -

（注）１．上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入・返済については、キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ)利用契約を締結し、市場金利を

勘案して合理的に決定しております。なお、保証関係についてはありません。

３．「資金の借入」については、ＣＭＳ導入後の借入額と返済額を相殺し純額を記載しております。なお、ＣＭＳ導

入前の借入金については、当連結会計年度において全額返済しており、期末残高はありません。

平成20年３月期（自　平成19年4月１日　　至　平成20年3月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の所
有（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社 日本電産㈱
京都市

南区
66,248

電子部品

等の製造

販売

（被所有）

直接 56.13％

間接　1.44％

役員

4名

電子部品

等の販売

及び仕入

れ

資金の返済 5,023
短期

借入金
-

支払利息 24 未払費用 -

受取利息 0 預け金 1,604

（注）１．上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入・返済については、キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ)利用契約を締結し、市場金利を

勘案して合理的に決定しております。なお、保証関係についてはありません。

３．「資金の返済」については、ＣＭＳによる借入額と返済額を相殺し純額を記載しております。
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（１株当たり情報）

平成19年3月期
（自　平成18年4月１日
至　平成19年3月31日）

平成20年3月期
（自　平成19年4月１日
至　平成20年3月31日）

１株当たり純資産額 691.07円

１株当たり当期純利益金額 68.48円

１株当たり純資産額 717.90円

１株当たり当期純利益金額 79.45円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 4,304 4,993

普通株主に帰属しない金額(百万円) - -

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,304 4,993

期中平均株式数（千株） 62,854 62,853

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 45,068 46,547

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1,631 1,425

（うち少数株主持分） (1,631) (1,425)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 43,436 45,122

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
62,853 62,853

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

              該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,023 - - -

１年以内に返済予定の長期借入金 - - - -

１年以内に返済予定のリース債務 - - - -

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） - - - -

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） - - - -

その他の有利子負債 - - - -

計 5,023 - - -

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第71期

（平成19年３月31日）
第72期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,172   1,362  

２．受取手形
※1、3、

4  1,815   1,625  

３．売掛金 ※１  20,601   19,610  

４．製品 　  912   706  

５．原材料 　  725   800  

６．仕掛品 　  1,674   863  

７．貯蔵品 　  265   196  

８．前渡金 　  0   0  

９．前払費用 　  7   7  

10．繰延税金資産 　  783   730  

11．関係会社預け金 　  - 　  1,604  

12．関係会社短期貸付金 　  2,034   1,003  

13．未収入金 ※１  8,579   5,590  

14．その他 　  33   33  

貸倒引当金 　  △3   -  

流動資産合計 　  38,602 63.2  34,135 61.0

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 ※２       

(1）建物 　  2,251   2,106  

(2）構築物 　  315   288  

(3）機械及び装置 　  1,475   1,222  

(4）車輌運搬具 　  3   5  

(5）工具・器具及び備品 　  940   684  

(6）土地 　  3,202   3,237  

(7）建設仮勘定 　  6   101  

有形固定資産合計 　  8,196 (13.4)  7,646 (13.7)
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第71期

（平成19年３月31日）
第72期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1）借地権 　  2   2  

(2）その他 　  11   11  

無形固定資産合計 　  14 (0.0)  13 (0.0)

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  3,891   3,252  

(2）関係会社株式 　  3,001   3,689  

(3）出資金 　  10   10  

(4）関係会社出資金 　  2,614   2,614  

(5）従業員長期貸付金 　  3   3  

(6）関係会社長期貸付金 　  341   218  

(7）破産更生債権等 　  946   948  

(8）繰延税金資産 　  871   -  

(9）前払年金費用 　  3,424   4,257  

(10）その他 　  36   33  

貸倒引当金 　  △852   △853  

投資その他の資産合計 　  14,290 (23.4)  14,172 (25.3)

固定資産合計 　  22,501 36.8  21,833 39.0

資産合計 　  61,103 100.0  55,968 100.0
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第71期

（平成19年３月31日）
第72期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  2,102   1,778  

２．買掛金 ※１  15,384   15,221  

３．短期借入金 ※１  5,023   - 　

４．未払金 　  765   620  

５．未払費用 　  787   796  

６．未払法人税等 　  1,451   623  

７．前受金 　  104   110  

８．預り金 　  144   163  

９．賞与引当金 　  520   580  

10．役員賞与引当金 　  67   -  

11．その他 　  2   0  

流動負債合計 　  26,355 43.1  19,894 35.6

Ⅱ　固定負債 　       

１．繰延税金負債 　  -   603  

２．債務保証損失引当金 　  18   17  

３．その他 　  75   74  

固定負債合計 　  93 0.2  695 1.2

負債合計 　  26,448 43.3  20,590 36.8
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第71期

（平成19年３月31日）
第72期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  11,080 18.2  11,080 19.8

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 12,524   12,524   

(2）その他資本剰余金 　 0   -   

資本剰余金合計 　  12,524 20.5  12,524 22.4

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 512   512   

(2）その他利益剰余金 　       

配当準備積立金 　 290   290   

別途積立金 　 5,650   6,650   

繰越利益剰余金 　 3,877   3,979   

利益剰余金合計 　  10,330 16.9  11,432 20.4

４．自己株式 　  △164 △0.3  △165 △0.3

株主資本合計 　  33,770 55.3  34,871 62.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  883 1.4  506 0.9

評価・換算差額等合計 　  883 1.4  506 0.9

純資産合計 　  34,654 56.7  35,378 63.2

負債純資産合計 　  61,103 100.0  55,968 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  71,468 100.0  70,372 100.0

Ⅱ　売上原価
※1、

2、5       

１．製品期首たな卸高 　 459   912   

２．当期製品製造原価 　 63,522   62,522   

合計 　 63,982   63,434   

３．他勘定振替高 ※３ 38   59   

４．製品期末たな卸高 　 912 63,030 88.2 706 62,669 89.1

売上総利益 　  8,437 11.8  7,703 10.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※4、5  4,381 6.1  4,288 6.0

営業利益 　  4,056 5.7  3,414 4.9

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※１ 44   81   

２．受取配当金 ※１ 375   456   

３．固定資産賃貸収入 ※１ 185   181   

４．為替差益 　 30   -   

５．その他 　 79 714 1.0 58 778 1.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 17   24   

２．固定資産賃貸費用 　 116   99   

３．為替差損 　 -   529   

４．その他 　 1 134 0.2 1 655 0.9

経常利益 　  4,636 6.5  3,538 5.0

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※６ 20   37   

２．投資有価証券売却益 　 574   0   

３．貸倒引当金戻入益 　 23   1   

４．ゴルフ会員権売却益 　 -   8   

５．その他 　 0 618 0.9 0 48 0.1
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第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※７ 7   0   

２. 固定資産除却損 ※８ 100 108 0.2 28 28 0.0

税引前当期純利益 　  5,146 7.2  3,557 5.1

法人税、住民税及び事業
税

　 1,901   888   

過年度法人税等還付額 　 -   △1,479   

法人税等調整額 　 158   385   

過年度法人税等還付に
伴う税効果調整額

　 - 2,060 2.9 1,404 1,198 1.7

当期純利益 　  3,086 4.3  2,358 3.4

　 　       

製造原価明細書

　 　
第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　  53,810 84.6  53,110 85.8

Ⅱ　労務費 　  3,940 6.2  3,982 6.4

Ⅲ　経費 　  5,858 9.2  4,847 7.8

(内外注加工費) 　 (2,287)   (1,808)   

(内減価償却費) 　 (1,194)   (1,119)   

当期総製造費用 　  63,608 100.0  61,940 100.0

仕掛品期首たな卸高 　  1,826   1,674  

合計 　  65,435   63,614  

仕掛品期末たな卸高 　  1,674   863  

他勘定振替高 ※１  238   229  

当期製品製造原価 　  63,522   62,522  

　（注）　原価計算の方法　総合原価計算と個別原価計算を併用しており、期中は予定原価を用い、原価差額は期末において

製品、仕掛品、売上原価等に配賦しております。

※１．他勘定振替高の内訳

　 （第71期） （第72期）

費用振替高他 238百万円 229百万円
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③【株主資本等変動計算書】

第71期（自　平成18年４月1日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

配当準備
積立金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 0 12,524 512 290 4,650 3,115 8,568 △163 32,009

事業年度中の変動額            

別途積立金の積立(注）       1,000 △1,000    

剰余金の配当(注）        △628 △628  △628

剰余金の配当        △628 △628  △628

役員賞与(注）        △67 △67  △67

当期純利益        3,086 3,086  3,086

自己株式の取得          △1 △1

自己株式の処分   △0 △0      0 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

- - △0 △0 - - 1,000 762 1,762 △1 1,761

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 0 12,524 512 290 5,650 3,877 10,330 △164 33,770

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,439 2,439 34,449

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立(注）    

剰余金の配当(注）   △628

剰余金の配当   △628

役員賞与(注）   △67

当期純利益   3,086

自己株式の取得   △1

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,556 △1,556 △1,556

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,556 △1,556 205

平成19年３月31日　残高
（百万円）

883 883 34,654

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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第72期（自　平成19年４月1日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

配当準備
積立金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 0 12,524 512 290 5,650 3,877 10,330 △164 33,770

事業年度中の変動額            

別途積立金の積立       1,000 △1,000 -  -

剰余金の配当        △1,257 △1,257  △1,257

当期純利益        2,358 2,358  2,358

自己株式の取得          △1 △1

自己株式の処分   △0 △0    △0 △0 0 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

- - △0 △0 - - 1,000 101 1,101 △1 1,100

平成20年３月31日　残高
（百万円）

11,080 12,524 - 12,524 512 290 6,650 3,979 11,432 △165 34,871

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

883 883 34,654

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立   -

剰余金の配当   △1,257

当期純利益   2,358

自己株式の取得   △1

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△376 △376 △376

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△376 △376 723

平成20年３月31日　残高
（百万円）

506 506 35,378
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重要な会計方針

項目
第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

同左

 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・原材料・仕掛品

総平均法に基づく低価法

製品・原材料・仕掛品

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（付属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　3～65年

機械及び装置　　　　　3～15年

工具・器具及び備品　　2～20年

有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（付属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　3～65年

機械及び装置　　　　　3～15年

工具・器具及び備品　　2～20年
 　 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年4月1日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ97百万円

減少しております。

 　 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年3月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の5%に

到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の5%相当額と備忘価額との

差額を5年にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益がそれぞれ73百万円

減少しております。
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項目
第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 無形固定資産・長期前払費用

定額法を採用しております。

無形固定資産

定額法を採用しております。

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務（為替予約を付し

ているものを除く）は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。

――――――

 

 

 

 　

　

 （追加情報）

前事業年度において、役員の賞与の支

払いに充てるため、支給見込額を計上

しておりましたが、役員報酬制度の見

直しを行った結果、当事業年度より年

俸制を導入することとなりました。

これに伴い当事業年度より役員賞与

引当金の計上は行っておりません。

  （会計方針の変更）

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4号　

平成17年11月29日）を適用しており

ます。これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞれ67

百万円減少しております。
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項目
第71期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4）退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、退

職給付引当金または前払年金費用を

計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により処理し

ております。

 (4）退職給付引当金

同左

 (5）債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被

保証先の財政状態等を個別に勘案し、

損失負担見込額を計上しております。

(5）債務保証損失引当金

同左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権・債務

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：同左

ヘッジ対象：同左

 (3）ヘッジ方針

社内規定に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断して

おります。

(4）有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

平成19年３月期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成20年３月期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月9日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は 34,654 百万円

であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

　――――――

注記事項

（貸借対照表関係）

第71期
（平成19年３月31日）

第72期
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 30百万円

売掛金 933

未収入金 7,901

買掛金 10,335

短期借入金 5,023

受取手形 13百万円

売掛金 1,082

未収入金 5,430

買掛金 10,406

※２．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

15,205百万円

※２．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

16,164百万円

※３．受取手形その他

輸出為替手形割引高　　　　　　　　　4百万円

※３．　　　　　　――――――

　

　

※４．事業年度末日満期手形

事業年度末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をしております。

なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高

に含まれております。

　　　　　受取手形　　　　　　　　154百万円

※４．　　　　　　――――――

　

  ５．　　　　　　――――――

　

　

　

  ５．偶発債務

取引に対する債務の保証をしております。

（外国）

日本電産コパル・マレーシア㈱

270千マレーシアリンギ 8百万円

　６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座借越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

　６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座借越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座借越極度額 5,500百万円

借入実行残高 -

差引未実行残高 5,500

当座借越極度額 5,500百万円

借入実行残高 -

差引未実行残高 5,500
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（損益計算書関係）

第71期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社に係る注記

各科目に含まれている関係会社との主な取引は次

のとおりであります。

※１．関係会社に係る注記

各科目に含まれている関係会社との主な取引は次

のとおりであります。

売上高 3,500百万円

原材料仕入高 50,916

受取利息 19

受取配当金 318

固定資産賃貸収入 131

売上高 2,893百万円

原材料仕入高 51,076

受取利息 46

受取配当金 399

固定資産賃貸収入 129

※２．低価法適用による評価損計上額　　　　26百万円 ※２．低価法適用による評価損計上額　　　  44百万円

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳

費用振替高他 38百万円 費用振替高他 59百万円

※４．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売費に属する費用の割合は35.6％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※４．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

販売費に属する費用の割合は32.2％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

販売手数料 278百万円

荷造運搬費 425

給料手当 1,210

賞与 240

賞与引当金繰入額 174

役員賞与引当金繰入額 67

法定福利費 237

旅費交通費 175

諸手数料 313

減価償却費 33

販売手数料 68百万円

荷造運搬費 372

給料手当 1,258

賞与 274

賞与引当金繰入額 199

法定福利費 254

旅費交通費 177

諸手数料 323

減価償却費 36

※５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　　　　　　 3,391百万円

※５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　　　　　　 3,075百万円

※６．　　　　　　―――――― ※６．固定資産売却益の内訳

 土地 37百万円

その他 0

計 37

※７．固定資産売却損の内訳 ※７．固定資産売却損の内訳

機械及び装置 7百万円

その他 0

計 7

機械及び装置 0百万円
  

※８．固定資産除却損の内訳 ※８．固定資産除却損の内訳

建物 58百万円

機械及び装置 15

工具・器具及び備品 24

その他 2

計 100

建物 12百万円

機械及び装置 6

工具・器具及び備品 9

その他 0

計 28
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（株主資本等変動計算書関係）

第71期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 100,278 824 40 101,062

合計 100,278 824 40 101,062

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加824株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少40株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

第72期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 101,062 961 157 101,866

合計 101,062 961 157 101,866

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加961株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少157株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。
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（リース取引関係）

第71期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
工具・器具

及び備品
　 合計

　 (百万円) 　 (百万円)

取得価額相当額 243 　 243

減価償却累計額

相当額
104 　 104

期末残高相当額 139 　 139

　
工具・器具

及び備品
　 合計

　 (百万円) 　 (百万円)

取得価額相当額 254 　 254

減価償却累計額

相当額
157 　 157

期末残高相当額 97 　 97

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

同左

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

　 （百万円)

１年以内 49

１年超 89

合計 139

　 （百万円)

１年以内 39

１年超 57

合計 97

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため「支払

利子込み法」により算定しております。

同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

　 （百万円)

支払リース料 38

減価償却費相当額 38

　 （百万円)

支払リース料 51

減価償却費相当額 51

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度(平成19年3月31日)及び当事業年度(平成20年3月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。

（税効果会計関係）

第71期
（平成19年３月31日）

第72期
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） （百万円）

棚卸資産評価損 333  

賞与引当金 213  

未払事業税 112  

その他 124 

計 783  

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金 1,091  

貸倒引当金 160  

債務保証損失引当金 7  

会員権評価損 69  

その他 241  

評価性引当額 △84  

繰延税金負債（固定）との相殺 △614  

計 871  

繰延税金資産合計 1,655  

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △614  

繰延税金資産（固定）との相殺 614  

繰延税金負債合計 -  

繰延税金資産（負債）の純額 1,655  

繰延税金資産（流動） （百万円）

棚卸資産評価損 296  

賞与引当金 237  

未払事業税 60  

その他 136 

計 730  

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 160  

債務保証損失引当金 7  

会員権評価損 36  

その他 243  

評価性引当額 △84  

繰延税金負債（固定）との相殺 △363  

計 -  

繰延税金資産合計 730  

繰延税金負債（固定）   

前払年金費用 △614  

その他有価証券評価差額金 △352  

繰延税金資産（固定）との相殺 363  

繰延税金負債合計 △603  

繰延税金資産（負債）の純額 127  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率  41.0％

(調整)   

受取配当金等の永久差異  △0.5

外国税額控除  △0.2

試験研究に係わる税額控除  △0.5

その他  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  40.0

法定実効税率  41.0％

(調整)   

受取配当金等の永久差異  △1.7

外国税額控除  △5.0

試験研究に係わる税額控除  △0.6

過年度法人税等還付額  △2.1

住民税均等割  0.6

その他  1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  33.7
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（１株当たり情報）

第71期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第72期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 551.35円

１株当たり当期純利益金額 49.10円

１株当たり純資産額 562.87円

１株当たり当期純利益金額 37.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第71期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第72期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（百万円） 3,086 2,358

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,086 2,358

期中平均株式数（千株） 62,854 62,853

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第71期

(平成19年３月31日)
第72期

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 34,654 35,378

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

　普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
34,654 35,378

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
62,853 62,853

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

日本電産サンキョー㈱ 2,000,000 1,620

㈱みずほフィナンシャルグループ

第十一回第十一種優先株式
500 500

日本電産リード㈱ 266,000 433

オリンパス㈱ 100,295 302

㈱三井住友フィナンシャルグループ 314.39 206

日本電産トーソク㈱ 62,000 49

㈱みずほフィナンシャルグループ 121.29 44

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 33,060 28

その他7銘柄 39,725 40

計 2,502,015.68 3,225

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

新光証券㈱ インカム・ストラテジー・

ポート
40,000 26

計 40,000 26
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 7,453 26 18 7,462 5,355 163 2,106

構築物 982 2 0 984 695 28 288

機械及び装置 6,554 132 243 6,443 5,220 289 1,222

車輌運搬具 36 3 - 40 34 2 5

工具・器具及び備品 5,166 588 211 5,542 4,858 806 684

土地 3,202 36 1 3,237 - - 3,237

建設仮勘定 6 105 10 101 - - 101

有形固定資産計 23,402 895 485 23,811 16,164 1,291 7,646

無形固定資産        

借地権 2 - - 2 - - 2

その他 18 - - 18 6 0 11

無形固定資産計 20 - - 20 6 0 13

長期前払費用 - - - - - - -

繰延資産        

――――― - - - - - - -

繰延資産計 - - - - - - -

　（注）　１．当期の主な増加は次の通りであります。

　  工具・器具及び備品 増産対応による工具器具備品の取得 506百万円 　

　  建設仮勘定 六日町工場切削技術センター棟新築工事  99百万円 　

     

　２．当期の主な減少は次の通りであります。

　  機械及び装置 関係会社に対する機械装置売却 121百万円 　

　  工具・器具及び備品 関係会社に対する工具器具備品の売却  23百万円 　

　 　 　 　 　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注１） 855 1 1 1 853

賞与引当金 520 580 520 - 580

役員賞与引当金（注2,3） 67 - 63 3 -

債務保証損失引当金

（注４）
18 - - 0 17

　（注）１．当期減少額その他は、一般債権の洗替えによる戻入額であります。

２．当事業年度より年俸制を導入しているため、役員賞与引当金の計上を行っておりません。

３．当期減少額その他は、年俸制導入に伴う戻入額であります。

４．当期減少額その他は、保証額の減少による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

預金の種類  

当座預金 218

普通預金 31

定期預金 1,109

計 1,360

合計 1,362

(ロ）受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ペンタックス㈱ 738

凸版印刷㈱ 184

㈱中外 119

コニカミノルタテクノプロダクト㈱ 95

日東光学㈱ 78

その他 408

合計 1,625

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月期日 451

　 〃 　５月期日 314

　 〃 　６月期日 563

　 〃 　７月期日 284

〃 　８月期日以降 11

合計 1,625
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(ハ）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

三菱ＵＦＪファクター㈱ 3,976

ピーエヌファンディングコーポレーション 2,071

松下電器産業㈱ 1,682

住友信託銀行㈱ 1,154

みずほ信託銀行㈱ 919

その他 9,805

合計 19,610

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

20,601 72,446 73,437 19,610 78.9 101.5

　（注）　売掛金には消費税等が含まれております。

(ニ）製品、仕掛品

種別 製品（百万円） 仕掛品（百万円）

光学機器 391 481

電子機器 193 162

部品 - 4

システム機器 121 214

合計 706 863

(ホ）原材料

種別 金額（百万円）

部品類 777

金属材料 22

合計 800

(ヘ）貯蔵品

種別 金額（百万円）

一般消耗品等 104

海外有償支給部品 92

合計 196

(ト）未収入金
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内容 金額（百万円）

材料等有償支給未収額 4,774

未収消費税 144

立替金他 670

合計 5,590

(チ）関係会社株式

銘柄
株式数
（株）

取得価額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

日本電産コパル・タイランド㈱ 520,000 1,590 1,590

日本電産コパル・マレーシア㈱ 21,500,000 915 915

日本電産コパル・フィリピン㈱ 377,440,000 595 595

日本電産コパル精密部品㈱ 6,000 940 300

コパル・ヤマダ㈱ 3,000 150 150

米国日本電産コパル㈱ 1,000,000 105 105

日本電産科寶（香港）有限公司 1,500,000 21 21

㈱コパル研究所 20,000 10 10

合計 401,989,000 4,329 3,689

(リ）関係会社出資金

銘柄 取得金額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

日本電産科宝（浙江）有限公司 2,204 2,204

日本電産コパル・ベトナム会社 345 345

日本電産コパル・ヨーロッパ有限会社 39 39

科宝光電機器（上海）有限公司 25 25

合計 2,614 2,614

(ヌ）前払年金費用

内訳 金額（百万円）

（１）退職給付債務 △3,442

（２）年金資産 7,420

（３）未積立退職給付債務(１)+(２) 3,978

（４）未認識数理計算上の差異 967

（５）未認識過去勤務差異の未処理額 △598

（６）未認識年金資産の未処理額 △90

（７）前払年金費用(３)～(６) 4,257

②　負債の部

(イ）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

大日本印刷㈱ 122

共信テクノソニック㈱ 116

長勝建設㈱ 78
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相手先 金額（百万円）

三昌商事㈱ 55

㈱フジクラ 53

その他 1,351

合計 1,778

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月期日 468

　 〃 　５月期日 539

　 〃 　６月期日 394

　 〃 　７月期日 376

合計 1,778

(ロ）買掛金

相手先 金額（百万円）

日本電産コパル・タイランド㈱ 4,673

日本電産コパル精密部品㈱ 3,692

ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 3,094

日本電産コパル・ベトナム会社 1,056

日本電産科宝（浙江）有限公司 913

その他 1,791

合計 15,221

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類
100株券　500株券　1,000株券　10,000株券　100,000株券

100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所

住友信託銀行株式会社全国本支店

大和証券株式会社全国本支店

日本証券代行株式会社全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所

住友信託銀行株式会社全国本支店

大和証券株式会社全国本支店

日本証券代行株式会社全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.nidec-copal.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第71期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月14日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　　　平成19年10月22日関東財務局長に提出

　　　事業年度（第71期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

 (3）半期報告書

（第72期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月１４日

日 本 電 産 コ パ ル 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　松　永　幸　廣

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　日　高　真理子

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　菅　田　裕　之

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電産コパル

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産コパ

ル株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成２０年６月１３日

日 本 電 産 コ パ ル 株 式 会 社  

 取 締 役 会 御 中    

 京 都 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 花  井　裕  風　　印

 
指定社員

業務執行社員　
 公認会計士 梶  田　明  裕　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電産コパル株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産

コパル株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月１４日

日 本 電 産 コ パ ル 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　松　永　幸　廣

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　日　高　真理子

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　菅　田　裕　之

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電産コパル

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産コパル株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成２０年６月１３日

日 本 電 産 コ パ ル 株 式 会 社  

 取 締 役 会 御 中    

 京 都 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 花　井　裕　風　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 梶　田　明　裕　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電産コパル株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第７２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産コパ

ル株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上　

 

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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